
土壌汚染対策法施行規則等の一部改正に対する意見の募集

（パブリックコメント）の結果について 
 

Ⅰ 概要 

「土壌汚染対策法施行規則の一部を改正する省令案の概要」、「汚染土壌処理業に

関する省令の一部を改正する省令案の概要」及び「土壌汚染対策法に基づく指定調

査機関及び指定支援法人に関する省令の一部を改正する省令案の概要」について、

以下のとおり意見の募集を行いました。 

・意見募集期間 ： 平成 30 年 11 月１日（木）～平成 30 年 11 月 30 日（金） 

・告知方法 ： 電子政府の総合窓口（e-Gov）、環境省ホームページに掲載、

報道発表、資料の配布 

・意見提出方法 ： 郵送、ファックス又は電子メールのいずれか 

 

 

Ⅱ 意見の提出状況 

・意見提出者数 ： 75 団体・個人 

 意見提出者数（団体・個人） 

事業者団体 5 

民間事業者 25 

地方自治体 17 

市民団体・その他の団体 0 

個人 19 

匿名 9 

合計 75 

＊記載されていた所属を基に分類を行ったものであり、個人の意見か組織の意見

かは明らかではない。 

・意見ののべ総数 ： 457 件 

 

（その他に本意見募集とは関係のない御意見（３件）の提出がありました。） 

  



Ⅲ 意見の分類 

土壌汚染対策法施行規則（平成 14 年環境省令第 29 号） 

項 目 意見数 

１．土壌汚染状況調査の方法  

（１）調査対象地の土壌汚染のおそれの把握等 53 

（２）試料採取等を行う区画の選定 19 

（３）人為等に由来する汚染のおそれがあると認められる場合の調査 13 

（４）自然に由来する汚染のおそれがある場合の調査 16 

（５）公有水面埋立法に基づき埋め立てられた埋立地における土地の調

査 

5 

（６）法第３条調査（使用が廃止された有害物質使用特定施設に係る工

場又は事業場の敷地であった土地の調査） 

69 

（７）法第４条調査（土壌汚染のおそれがある土地の形質の変更が行わ

れる場合 

62 

（８）法第５条調査（土壌汚染による健康被害が生ずるおそれがある土

地の調査） 

0 

２．区域の指定等  

（１）要措置区域 38 

（２）形質変更時要届出区域（臨海部特例区域を除く。） 26 

（３）臨海部特例区域（形質変更時要届出区域であって、法第 12 条第１

項第１号の確認を受けた土地の形質の変更の施行及び管理に関す

る方針の確認に係る土地の区域） 

23 

（４）指定の申請 2 

（５）台帳 7 

３．汚染土壌の搬出等に関する規制  

（１）認定調査 26 

（２）汚染土壌の搬出 29 

（３）自然由来等形質変更時要届出区域間の移動等 17 

４．経過措置 7 

５．その他の事項 5 

 

汚染土壌処理業に関する省令（平成 21 年環境省令第 10 号） 

項 目 意見数 

１．自然由来・埋立材由来基準不適合土壌の取扱い  

（１）汚染土壌処理施設の種類【処理業省令第１条関係】 4 

（２）汚染土壌処理業の許可の申請【処理業省令第２条関係】 6 

（３）汚染土壌処理業の許可の申請書の記載事項【処理業省令第３条関

係】 

0 



（４）汚染土壌処理業の許可の基準【処理業省令第４条関係】 3 

（５）汚染土壌の処理に関する基準【処理業省令第５条関係】 2 

（６）届出を要する汚染土壌処理業に係る変更【処理業省令第 10 条関

係】 

0 

（７）許可の取消し等の場合の措置義務【処理業省令第 13 条関係】 4 

（８）汚染土壌処理業に係る譲渡及び譲受の承認の申請【処理業省令第

14 条関係】 

1 

（９）汚染土壌処理業に係る法人の合併又は分割の承認の申請【処理業

省令第 15 条関係】 

0 

（10）汚染土壌処理業に係る相続の承認の申請【処理業省令第 16 条関

係】 

0 

（11）その他の事項 2 

 

土壌汚染対策法に基づく指定調査機関及び指定支援法人に関する省令（平成 14 年

環境省令第 23 号） 

項 目 意見数 

１．指定調査機関の技術的能力  

（１）業務規程の記載事項【指定省令第 19 条関係】 1 

（２）経過措置 0 

 

その他 

項 目 意見数 

その他（誤字・脱字を含む）・不明 4 

他法令に関する意見 5 

個別の案件に関する意見 8 

 

  



土壌汚染対策法施行規則等の一部改正に対する意見募集の実施結果 
 

土壌汚染対策法施行規則（平成 14 年環境省令第 29 号） 

１．土壌汚染状況調査の方法 

（１）調査対象地の土壌汚染のおそれの把握等 

意見の概要 件数 意見に対する考え方 

水質汚濁防止法（昭和 45 年法律第 138

号）に基づく有害物質使用特定施設の定

期点検の記録の保存期間（３年）を過ぎた

ことから、記録を破棄した場合において

は、これまでどおりの汚染のおそれの区

分となるのか。 

4 

地歴調査において、水質汚濁防止法第

14 条第５項の規定による点検が適切に行

われることにより、試料採取等対象物質を

含む水が地下へ浸透したおそれがないこ

とが確認されている旨の情報その他の情

報により、基準不適合土壌が存在するおそ

れがないと判断されない場合は、「汚染の

おそれがない土地」とはいえないこととな

ります。 

事業者の水質汚濁防止法に基づく有害

物質使用特定施設の定期点検の記録から

指定調査機関が「汚染のおそれがない土

地」と判断した場合であっても、調査結果

を審査する自治体が把握したこれまでの

立入検査結果等の情報から地下浸透防止

措置が不適切であるという記録があれ

ば、調査結果について土壌汚染対策法の

一部を改正する法律（平成 29 年法律第 33 

号。以下「改正法」という。）による改正

後の土壌汚染対策法（平成 14 年法律第 53

号。以下「法」という。）第３条第４項の

是正命令の対象となるか。 

1 

御意見のとおりですが、調査実施者が地

歴調査時に資料等調査や有害物質使用特

定施設設置者等からの聴取調査等によっ

てそのような情報を把握しておくことが

望ましいと考えます。 

有害物質使用特定施設設置事業者によ

る水質汚濁防止法の構造基準、定期点検

の遵守と土壌汚染状況調査時の汚染のお

それの区分の判断の活用の観点から、第

三者機関が水質汚濁防止法の構造基準、

定期点検、点検結果を定期的に確認し、認

証し、認証記録を残す仕組みが必要と考

える。 

1 

土壌汚染状況調査時の汚染のおそれの

区分の判断においては、調査実施者が地歴

調査時に資料等調査や有害物質使用特定

施設設置者等からの聴取調査等によって

必要な情報を把握するべきものと考えま

す。 

水質汚濁防止法に基づく点検により、

試料採取等対象物質を含む水が地下へ浸

透したおそれがないことが確認されてい

る場合、地下浸透防止措置が講じられた

範囲は、汚染のない土地として取り扱う

とされているが、「指定調査機関が行った

地歴調査により把握した情報」とすべき。 

3 

法第３条第１項の規定により、土壌汚染

状況調査において地歴調査や汚染のおそ

れの分類は現行においても調査実施者（指

定調査機関）が実施することとなってお

り、今後も変更はないため、案文のとおり

といたします。 

試料採取等対象物質を含む水が地下へ

浸透したおそれがないことが確認されて
5 



いる場合とは、何をもって浸透したおそ

れがないとして評価し、汚染のおそれが

ない土地の該当性を判断するのか。 

水質汚濁防止法の基準に適合する地下

浸透防止措置が講じられた有害物質使用

特定施設の範囲を「汚染のおそれがない

土地」として扱うことについて、調査結果

報告書に水質汚濁防止法の規定による点

検及び試料採取等対象物質を含む水が地

下へ浸透したおそれがないことを明らか

にする書類として、水質汚濁防止法に基

づく点検記録等の添付を規定することが

適当と考えるがいかがか。 

2 

汚染のおそれの分類は、調査実施者が地

歴調査の過程で点検記録等の資料等調査

の他、聴取調査や現地踏査の結果を踏まえ

行うものと考えらます。水質汚濁防止法に

基づく点検記録等については、地歴調査の

取りまとめの中で把握されるものである

と考えます。 

水質汚濁防止法第 14 条第５項における

点検記録の確認について、指定調査機関

のなかには施設の構造には詳しくないも

のも少なくないと思われる。よって、点検

記録の確認について、講習の実施やマニ

ュアルの作成を行うべきではないか。 

1 

御意見については、今後の制度運用の改

善の検討の際の参考とさせていただきま

す。 

水質汚濁防止法上、構造基準及び定期

点検に関し、「同等以上の効果を有する措

置」が取られている場合にはどのように

取り扱うか。水質汚濁防止法の地下水汚

染未然防止マニュアル等の内容と関連付

けて考え方を示していただきたい。 

1 

地下浸透防止措置が講じられた範囲に

ついては、水質汚濁防止法第 12 条の４に

規定された、有害物質を含む水の地下への

浸透の防止のための構造、設備及び使用の

方法に関する基準として水質汚濁防止法

施行規則（昭和 46 年総理府・通商産業省

令第２号）第８条の３から７に定められた

基準を遵守している範囲が該当するため、

御意見の「同等以上の効果を有する措置」

が取られている場合は該当しないことと

なります。一方、指定調査機関による地歴

調査において、定期点検記録等の資料等調

査、現地調査、有害物質使用特定施設設置

者等への聴取調査等により、水質汚濁防止

法第 14 条第５項の規定による点検が適切

に行われている施設と同等程度以上の点

検等により試料採取等対象物質を含む水

が地下へ浸透したおそれがないことが確

認されたものとして「汚染のおそれがない

土地」に分類したものについて、都道府県

知事が当該分類が妥当であると判断した

ものについては、「汚染のおそれがない土

地」とすることは考えられます。 

水質汚濁防止法の構造基準、点検を遵

守していたとしても、100％地下浸透を防

止できるわけではないと思慮される。Ⅱ.

１．（１）③にある「試料採取等対象物質

2 

環境省が自治体にアンケート調査を実

施した結果、水質汚濁防止法に基づく地下

浸透防止措置がされた施設に係る土地に

おける土壌汚染状況調査７件において基



を含む水が地下へ浸透したおそれがない

ことが確認されている場合」とは、土壌調

査なしになにをもって地下へ浸透したお

それを判断するのか。リスクの高低によ

る土壌汚染状況調査であるため、この規

定の見直すべきである。また、この規則第

３条関係で構造基準、点検を遵守してい

たことによるこれまでの土壌汚染状況調

査の結果概要（汚染の有無）を示された

い。 

準不適合が確認された事例はありません

でした。これを踏まえ、同法に基づく構造

基準を順守し、定期的に点検を行った結

果、漏えい等の事故の記録等がなければ、

地下浸透防止措置がされた施設に係る土

地において土壌汚染が存在する蓋然性は、

試料採取等を求める程度には高くないも

のと判断し、このような規定としました。 

過去に土壌汚染状況調査を行った土地

で再度土壌汚染状況調査を実施する際に

過去に試料採取等を実施した特定有害物

質の分解生成物で、当該調査で試料採取

等の対象としなかったものについては、

地歴調査で汚染のおそれが多いと区別さ

れるか。 

1 

過去の土壌汚染状況調査において試料

採取等の対象とした特定有害物質の分解

生成物について、当該調査で試料採取等の

対象としなかった場合、過去と同じ土壌汚

染状況調査の対象地内の土地で新たな調

査契機における土壌汚染状況調査を実施

する際には、当該分解生成物は試料採取等

の対象とすることが適当であり、御意見の

分解生成物に係る汚染のおそれの区分に

ついては、当該土壌汚染状況調査の地歴調

査に基づき判断するものと考えます。 

ジクロロメタンについての、調査の対

象とする考え方や、区域指定解除後の土

地における汚染のおそれの有無等の判断

は、平成 28 年４月 15 日付け環水大土発

1604151 号に中にある、クロロエチレンに

関する扱いと同様と考えてよいか。具体

的な運用は、早期に発出されたい。 
5 

ジクロロメタンは現行の土壌汚染対策

法においても特定有害物質であることか

ら、クロロエチレンを特定有害物質に追加

した際の取り扱いと同じではありません

が、例えば過去の土壌汚染状況調査におい

て四塩化炭素を試料採取等の対象とした

が、ジクロロメタンを対象としていない場

合において、過去と同じ土壌汚染状況調査

の対象地内の土地で新たな調査契機にお

ける土壌汚染状況調査を実施する際には、

ジクロロメタンは試料採取等の対象とす

ることが適当と考えます。 

四塩化炭素からジクロロメタンへの中

間生成物であるクロロホルムは今回の改

正に併せて土壌環境基準を設定し、法の

特定有害物質に規定しなくてよいのか。 
2 

特定有害物質は、既往の知見や関連する

諸基準を踏まえて規定されるものであり、

今回四塩化炭素の分解生成物としてジク

ロロメタンを規定したこともって新規に

中間生成物であるクロロホルムを特定有

害物質に追加するものではありません。 

クロロホルムの使用履歴があった場合

には、調査義務は発生するのか。 

3 

クロロホルムは法の特定有害物質では

ないため、使用が廃止された施設において

クロロホルムを使用等していたことをも

って、法第３条第１項の調査義務が発生す

ることはありません。一方、地歴調査の過

程でクロロホルムの埋設等、使用等、貯蔵

等の履歴が確認された場合にはジクロロ



メタンについて試料採取等対象物質とな

る場合があると考えます。 

都道府県等は、四塩化炭素からジクロ

ロメタンに分解する中間体であるクロロ

ホルムの使用等の履歴がある場合、ジク

ロロメタンの調査命令を発出することは

可能か。 

1 

クロロホルムについては法の特定有害

物質ではないため、当該物質の使用等の履

歴を把握する必要はありませんが、使用等

の履歴が確認され、ジクロロメタンの汚染

のおそれがある場合には調査命令が発出

されることはありえます。 

水質汚濁防止法第５条第３項で規定す

る有害物質貯蔵指定施設についても、構

造基準が適合していること等を確認でき

れば、汚染のおそれがない土地として扱

うべきではないか。 

1 

有害物質貯蔵指定施設に係る取り扱い

については、今後通知等でお示しします。 

使用した試薬については、市販品であ

れば製造元とロット番号、自家で調整し

た場合はその旨を報告書に記載すべきで

はないか。 

1 

使用した試薬に係る情報を報告書に記

載する必要は必ずしもないと考えます。 

土壌汚染状況調査の報告書の様式に、

検液の作成方法等といった調査に実際に

用いた方法を明確に記載すべきではない

か。 

1 

改正法の施行後は、改正された方法に基

づいて実施されるものであり、必ずしも明

記する必要はないと考えます。 

地下浸透防止措置が講じられた有害物

質使用特定施設本体や付帯配管等の直下

を汚染のおそれがない土地として扱うこ

とが可能であれば、本体や付帯配管等に

近接する土地についてもおそれがない土

地として扱うこととなるのか。 

1 

地下浸透防止措置が講じられていない

土地の範囲は、地歴調査の結果を踏まえ現

行と同様な汚染のおそれの分類をするこ

ととなります。 

平成 23 年以降に設置された地下浸透防

止措置を設置した有害物質特定施設に係

る汚染のおそれがないと認められる土

地、少ないと認められる土地、比較的多い

と認められる土地全て隣接している場所

で、汚染のおそれのない土地の部分で土

地の形質の変更行う。これらが同一の単

位区画内に入る場合は、汚染のおそれは

どう考えるべきか。 

1 

土地の形質の変更を契機とした、法第３

条第７項、法第４条第１項の土地の形質の

変更における土壌汚染状況調査の対象地

は、現行どおり土地の形質の変更の範囲内

となります。 

平成 23 年土壌汚染対策法の改正後に設

置された工場であり、すべての有害物質

使用特定施設が構造基準に適合してお

り、かつ有害物質の地下浸透のおそれが

ないことが確認されている場合、当該特

定施設以外で使用等が行われていない当

該有害物質については工場の敷地全てが

汚染のおそれがない土地として取り扱う

ことができるか。それとも、構造基準が適

用されていない事業の用に供する敷地部

2 

地下浸透防止措置が講じられた範囲以

外の土地における土壌汚染のおそれの分

類には現行どおりです。 



分は、汚染のおそれが少ない土地のまま

か。 

四塩化炭素に限らず特定有害物質の分

解経路等に対する基礎的な研究を国が中

心となって進めるべきではないか。 

1 

御意見については、今後の制度検討の際

の参考とさせていただきます。 

帯水層で生成した分解生成物は気化し

にくいため、分解生成物を調査する場合

には、土壌ガス調査の代わりに地下水調

査が実施できるよう、条件を拡大するよ

う検討が必要ではないか。 

1 

御意見については、今後の制度検討の際

の参考とさせていただきます。なお、Ⅱ.

１．（３）②にお示ししたとおり今回の土

壌汚染対策法施行規則の一部を改正する

省令（平成 31 年環境省令第３号）による

改正後の土壌汚染対策法施行規則（平成

14 年環境省令第 29 号。以下「規則」とい

う。）においては、土壌ガス調査により検

出された特定有害物質の親物質（（１）①

の表において右欄に掲げる分解生成物に

対する左欄に掲げる特定有害物質をい

う。）である使用等の履歴のある特定有害

物質及びその分解生成物を含め、土壌ガス

調査における検出の有無にかかわらず規

則第８条に定める調査における試料採取

等の対象としています。また、規則第 12

条の規定により、土壌ガス調査を省略し、

分解生成物を含めた試料採取等を行うこ

とが可能です。 

過去に実施した土壌汚染状況調査にお

いて、親物質を試料採取等対象物質とし、

かつ、その分解生成物の土壌ガス調査を

実施しなかった土地について、新たな契

機で土壌汚染状況調査を実施することと

なった場合、過去の土壌汚染状況調査に

おいて分解生成物に係る測定データがあ

る場合には、これを用い濃度を算出し報

告してよいか。 

3 

新たに調査契機が生じた場合には、改め

て分解生成物に係る測定を行うことが適

当と考えます。 

「地下浸透防止措置が講じられた範

囲」はどの範囲とするのか、考え方を示し

ていただきたい。 

2 

地下浸透防止措置が講じられた範囲と

は、水質汚濁防止法第 12 条の４に規定さ

れた、有害物質を含む水の地下への浸透の

防止のための構造、設備及び使用の方法に

関する基準として水質汚濁防止法施行規

則第８条の３から７に定められた基準を

遵守している範囲が該当します。 

平成 23 年以前に設置された有害物質使

用特定施設の場合に、建屋がコンクリー

ト構造で地下浸透防止措置が講じられて

おり、有害物質使用特定施設が 2階以上の

階にあって漏洩が容易に発見できる状態

であっても、汚染のおそれが比較的多い

1 

平成 23 年以前に設置された有害物質使

用特定施設の場合には、現行の汚染のおそ

れの分類の取り扱いに変更はありません。 



土地として取り扱うのか。（建屋外部や２

階以下に設置してある排水溝等部分は除

く。） 

平成 23 年以前に設置された有害物質使

用特定施設のある敷地（汚染のおそれが

少ないと認められる土地）に、その施設と

は一連の生産プロセスを構成していない

有害物質使用特定施設（地下浸透防止措

置を講じている）を設置した場合には、汚

染のおそれはどのように判断されるか。 

1 

平成 23 年以前に設置された有害物質使

用特定施設の場合には、現行の汚染のおそ

れの分類の取り扱いに変更はありません。 

調査命令要件から地下浸透防止構造を

持つ施設を除外する規定を削除するとい

うことは、有害物質を貯蔵又は保管する

施設が平成 23 年以降に設置されたもので

あっても調査命令の対象となり、指定調

査機関による地歴調査を行ったうえで汚

染のおそれがない土地になるということ

か。 

1 

法第４条第３項の調査命令の発出の基

準は、現行の土壌汚染対策法施行規則第

26 条の各号（第４号括弧書きは今回の改

正で削除）に該当するかどうかで判断され

ます。汚染のおそれの分類は、調査実施者

が地歴調査の過程で点検記録等の資料等

調査の他、聴取調査や現地踏査の結果を踏

まえ行うものと考えます。 

汚染の由来が、自然由来、水面埋立てに

用いられた土砂由来、人為等に由来する

場合についてこれらを地歴調査により把

握した上で、試料採取等を行う区画の選

定以降を実施していくことが基本となる

のか。 

1 

御意見のとおりです。 

規則第３条により地下浸透防止措置が

講じられている有害物質使用特定施設の

範囲は汚染のおそれがない土地として扱

うこととされていることから、規則第 26

条による法第４条第３項の命令発出基準

の除外とすべきではないか。 

1 

汚染のおそれの分類は、調査実施者が地

歴調査の過程で点検記録等の資料等調査

の他、聴取調査や現地踏査の結果を踏まえ

行うものと考えます。 

同一の特定有害物質の種類で二種類以

上の由来の汚染のおそれがある場合の調

査について、省令において明確に示して

ほしい。 
1 

Ⅱ.１.（１）②にお示ししたとおり、今

回の改正において、同一の特定有害物質の

種類で、二種類以上の由来の汚染のおそれ

がある部分については、当該部分において

それぞれの由来の場合に応じた調査を行

うことを規定します。 

土壌汚染状況調査後に地下浸透防止措

置が講じられ、浸透したおそれがないこ

とが確認された区域において、自主調査

の結果汚染が判明した場合の措置につい

て示してほしい。区域指定するためには

法第 14 条による申請しかないのか。 

1 

現行と同様、自主調査で基準不適合が確

認された土地を区域指定するには、法第

14 条申請を行うことが考えられます。 

 

（２）試料採取等を行う区画の選定 

意見の概要 件数 意見に対する考え方 



「最大形質変更深さから１メートルを

超える深さにのみ汚染のおそれが生じた

場所の位置があるとき」の「のみ」とはど

ういう趣旨か。 1 

「最大形質変更深さから１メートルを

超える深さにのみ汚染のおそれが生じた

場所の位置がある」とは、最大形質変更深

さプラス１ｍ超えの深さにのみ汚染のお

それがある（最大形質変更深さプラス１ｍ

深い深さ以浅に汚染のおそれが生じた場

所の位置がない）ことを意味します。 

「最大形質深さ“より”１メートル以内

に汚染のおそれが」と記載があるが、“の

み”と“より”の言葉の使い分けの意図を

明確にして頂きたい。 

1 

御意見の「１ｍを超える深さに“のみ”

汚染のおそれが」については、最大形質変

更深さプラス１ｍ超えの深さにのみ汚染

のおそれがあることを指し、御意見の「最

大形質深さ“より”汚染のおそれが」につ

いては、地表から最大形質変更深さプラス

１ｍ以内の深さに汚染のおそれがあるこ

とを指します。御意見を踏まえ、省令の条

文を適切なものとします。 

形質変更を行う深さより、１ｍ深い深

度まで調査が必要となる具体的な理由を

示してほしい。 
1 

土壌汚染状況調査において、深度方向の

ボーリング調査では１ｍごとの試料採取

を行うことから、当該形質の変更深さの前

後の深さにおいて試料採取等を実施する

ため、形質の変更の深さプラス１ｍまでの

調査としております。 

「汚染のおそれ」が掘削深度以深のみ

に存在することが明確である場合、法第

３条第８項及び法第４条第３項の調査命

令を発出しないことが可能か。 

3 

法第４条第３項に関しては自治体の判

断により命令を発出しないこともあり得

ますが、法第３条第８項に関しては命令を

発出することとなります。 

調査対象地の区画の特例について、過

去の調査結果の管理の観点から、法第４

条だけでなく、法第３条調査等にも拡大

してほしい。 
3 

土壌汚染状況調査の対象地の敷地内に

おいて過去に行った土壌汚染状況調査が

あるときは、当該過去に行った土壌汚染状

況調査の対象地を区画した際に引いた線

及び当該線を延長した線により、土壌汚染

状況調査の対象地を区画することができ

ることとするとしており、調査契機を限定

しない規定としています。 

土地購入等で敷地形状が変化し、起点

が変わった場合でも、過去の調査区画を

流用できるようにすべきである。 
2 

Ⅱ.１.（２）②は、土地購入等で敷地形

状が変化した場合でも、過去に行った土壌

汚染状況調査の対象地を区画した際に引

いた線及び当該線を延長した線により、土

壌汚染状況調査の対象地を区画すること

ができることとするとしています。 

土地所有者等の費用負担の観点から

も、過去に実施した土壌汚染状況調査で

対象地を区画した線及び当該線を延長し

て使用した際に、起点の設定を対象地の

北端に拘らず、対象地外に設定したとし

ても区画数が最も少なくなる様に設定出

1 

Ⅱ.１.（２）②では、過去に行った土壌

汚染状況調査の対象地を区画した際に引

いた線及び当該線を延長した線により、土

壌汚染状況調査の対象地を区画すること

ができることとしており、現行の方法によ

り改めて土壌汚染状況調査の対象地を区



来ることも認めるべき。 画することも可能です。 

「汚染のおそれが生じた場所の位置」

とは、具体的にどの位置か。例えば廃棄物

が埋設された土地の場合、廃棄物層の最

上面から最底面までの全体を言うのか、

それとも廃棄物層の最底面を言うのか。 

1 

現行の「汚染のおそれが生じた場所の位

置」の解釈と同様です。 

形質変更を契機とした同様の規制であ

る第３条第８項の起点は、第４条と同様

自由に決められるのか。 

1 

現行の土壌汚染対策法施行規則第４条

及び第５条並びにⅡ.１．（２）②に示した

方法を元に設定されることとなります。 

土壌汚染状況調査を複数回履行した土

地とは、法第３条および法第 14 条による

調査も含めるのか。 

1 

御意見のとおりです。 

最大形質変更深さの基準面は、掘削地

点ごとの地表と解してよいか。それとも、

一定の基準面よりの深さと解するか。 

2 

地表からの深さとなります。 

30 メートル格子の中心を含む単位区画

で土壌ガス調査を行い、土壌ガスが検出

された場合、最大形質変更深さより１メ

ートル以内に汚染のおそれが生じた場所

の位置がない単位区画において、土壌ガ

ス調査が必要か。 

1 

30 メートル格子の中心を含む単位区間

で土壌ガス調査を行い、土壌ガスが検出さ

れた場合、その他の単位区画については、

最大形質変更深さより１メートル以内に

汚染のおそれが生じた場所の位置がある

単位区画において、土壌ガス調査を行う必

要があります。 

過去に行った土壌汚染状況調査とは、

自主的な調査かつ過去に法手続きを経て

いないものについても対象であると考え

てよいか。 

1 

自主的な調査は対象になりません。 

 

（３）人為等に由来する汚染のおそれがあると認められる場合の調査 

意見の概要 件数 意見に対する考え方 

汚染のおそれが最大形質変更深さより

１メートルを超える深さにある場合で、

最大形質変更深さ以浅に帯水層が存在す

る場合も、試料採取を行わないことがで

きるか。地下水を介した汚染については

考える必要がないか。 

1 

土壌汚染状況調査における試料採取等

を限定できる深さは最大形質変更深さに

より、地下水の有無によりません。 

埋設管など汚染のおそれの生じた場所

の位置がわからない場合、原則、表層での

試料採取等調査を行うこととなっている

が、土壌汚染状況調査において深さの限

定ができなかった場合にも、同様に実施

することでよいか。それとも、原則 10ｍ

までの調査を行う必要があるか。 

1 

汚染のおそれの生じた位置が不明な場

合の扱いは現行と同様、最大形質変更深さ

より１ｍを超える位置にある土壌につい

ては、試料採取を行わないことが可能で

す。 

最大形質変更深さより１メートル以内

の深度での基準適合の分析結果があり、

最大形質変更深さより１メートル以内が

1 

法第４条第３項の場合については、土地

の形質の変更深さプラス１ｍ以内に汚染

のおそれがないことが行政の保有情報に



同一の盛土層である場合でも調査命令を

発する必要があるか。（例：盛土層：-GL 3 

m まで、調査結果（適合）：-GL 2.5 m、掘

削深度：-GL 2.2 m、旧地盤面（汚染のお

それあり）：-GL 3 m） 

より明確な場合には、自治体の判断により

発出しないこともあり得ます。 

法第３条第８項並びに法４条第２項及

び第３項に基づく土壌汚染状況調査を行

う場合、試料採取等を行う土壌について、

検出範囲内の代表地点が最大形質変更深

さにない場合の調査方法は通知等で示さ

れるのか。 

1 

代表地点での試料採取の深さは、検出範

囲内の最大形質変更深さより１ｍ深い位

置までの深さとなります。 

土壌ガス調査において、第一種特定有

害物質の種類ごとの「代表地点」を選定す

ることになるが、代表地点の形質変更深

さ＋１ｍよりも検出範囲の中で最も深い

深度まで形質変更する場合は、形質変更

しないにもかかわらず代表地点の土壌採

取は検出範囲の中で最も深い深度＋１ｍ

となるのか。 

1 

御意見のとおりです。 

規則第６条関係、第８条関係において

深さ 20ｍの杭工事などの深さ 10ｍ以上の

形質変更を予定している場合、試料採取

等を行う土壌について、現法通り地表か

ら深さ 10ｍまでにある土壌に限る、とし

て頂きたい。規則第 10条の２の関係も同

じ。 

4 

土壌汚染状況調査の対象となる深さは、

現行と同様、地表から 10ｍ以内であり、

変更はありません。 

「当該検出範囲内で連続する他の単位

区画と比較して多いと認められる単位区

画の地点（代表地点）」とは、比較的高濃

度な地点を意味するのか。 

1 

検出された土壌ガスの濃度が連続する

他の単位区画と比べて高い濃度であるこ

とを意味します。 

検出範囲内の地点において試料採取等

を行った単位区画については、当該試料

採取等の結果に基づき基準への適合性を

評価することとするとあるが、具体的な

評価方法は通知等で示されるのか。 

1 

代表地点での試料採取等の結果が、検出

範囲の評価となりますが、代表地点以外の

単位区画で試料採取等を行った場合は、当

該単位区画の試料採取等の結果を以て評

価されることを規則において規定します。 

土壌汚染状況調査において深さの限定

を行って、限定した深度で試料採取等を

行った結果により区域の指定をおこなっ

た単位区画は、同試料採取等深度までの

汚染の除去等の措置により指定の事由が

なくなったと判断し、指定解除するとい

うことでよいか。 

1 

要措置区域においては、当該区域指定対

象物質について、基準不適合土壌のある範

囲等を把握するための必要な詳細調査を

実施し、把握された情報に応じて必要な汚

染の除去等の措置を行うこととなります

が、その結果、指定の事由がなくなったと

認められれば、当該区域指定対象物質につ

いての指定は解除されることとなります。 

調査対象地において、使用等の履歴の

ある親物質の土壌ガス検出が全く無かっ

た場合も、親物質に係る試料採取等調査

1 

土壌ガス調査で使用等の履歴のある特

定有害物質（使用等特定有害物質）の分解

生成物のみが検出された場合であっても、



は必要か。 当該使用等特定有害物質は、規則第８条の

試料採取等の対象となります。 

 

（４）自然に由来する汚染のおそれがある場合の調査 

意見の概要 件数 意見に対する考え方 

「調査対象地からの距離が 900 メート

ル未満である土地から掘削した土壌であ

ること」とあるが、調査の契機により調査

対象地の位置・範囲が違ってくることか

ら、同じ盛土又は埋戻し土であるのに、自

然由来盛土等として扱えたり、扱えなか

ったりすることになるため、掘削した場

所と盛土又は埋戻し土の間の距離で規定

すべきではないか。 

2 

御意見を踏まえ、「自然由来盛土等に係

る調査対象地からの距離が九百メートル

未満である土地から掘削した土壌である

こと。」と修正します。 

自然由来の汚染のおそれがある土壌の

判定方法は、ガイドラインではなく省令

に規定すべきである。 
2 

自然由来による汚染の判定方法につい

ては、技術的な事項となるため、通知・ガ

イドライン等で示すことが適当であると

考えます。 

自然に由来する汚染のおそれがある場

合の調査において、対象とする地層が既

知のものである場合は、その地層のみ調

査対象とすべきである。 1 

現行の土壌汚染対策法施行規則第 10 条

の２第１項第２号ロに基準不適合土壌が

存在するおそれが多いと認められる地層

が明らかな場合は当該地層の部分におい

て試料採取等を行う旨の規定があり、今回

の改正においてこの規定の趣旨について

の変更はありません。 

自然由来盛土の規定について、地層が

傾斜しており同質の自然由来の汚染の層

でも 10ｍより深い位置になることがある

ことから、「10ｍまでの深さより浅い位置

に分布」という要件はなくして頂きたい。 
1 

10ｍより深い位置にのみ自然由来の汚

染のおそれがある層が存在する土地は、土

壌汚染状況調査において試料採取等の対

象となりません。そのような土地の 10 ｍ

以浅に自然由来の基準不適合のおそれが

ある土壌を盛土等する行為は、新たな土壌

汚染を生じさせると考えられるため、当該

行為による盛土等は自然由来盛土の要件

に該当しないとすることが適当と考えま

す。 

自然由来盛土の規定について、地質的

に同質の自然由来汚染土壌であれば、距

離に関係なく自然由来盛土と判断できる

ようにして頂きたい。例えば、海成粘土層

に由来する自然由来汚染の範囲は一般的

に広い範囲に存在しており、掘削残土の

有効利用の観点からすると 900ｍ未満と

いうのは狭過ぎると感じる。 

1 

自然由来盛土等の要件に関しては、Ⅱ.

１．（４）②にお示ししたとおり、一の要

件に加え、二のイ又はロのいずれかに該当

する土壌であることを要します。調査対象

地と当該土壌の掘削を行った土地の汚染

状態を確認し、ロの要件に該当すれば必ず

しも調査対象地からの距離が 900ｍ未満

である必要はありません。 

自然に由来する汚染の調査について測

定に係る土壌の特定有害物質による汚染
1 

現行の施行通知に示しているように自

然由来であるか否かは濃度の局在性やバ



状態が溶出量若しくは第二溶出量又は土

壌含有量基準に不適合なときは、30 メー

トル格子内にあるすべての単位区画につ

いて、その汚染状態にある土地とみなす

とあるが、そもそも第二溶出量不適合な

ら自然由来の土壌汚染ではなく人為汚染

の土地と見なすべきではないか。 

ックグラウンド濃度などを総合的に考慮

して判断されることとなります。なお、第

二溶出量基準不適合が確認された場合は、

法第 15 条の台帳の帳簿において、現行の

土壌汚染対策法施行規則第 58 条第５項第

９号の要件となる自然由来特例区域に該

当する旨を記載されることはありません。 

調査対象地及び土壌を掘削した場所の

うち、どちらか一方の汚染状態がわかっ

ていれば自然由来盛土等と認めても問題

は生じないと考えられるため、認めるべ

きである。 

1 

Ⅱ.１.（４）②ニのロの要件では、調査

対象地と盛土等との距離を定めていませ

んので、掘削を行った土地の汚染状態に調

査対象地の汚染状態が含まれることを確

認する必要があるため、お示しした案が適

当であると考えます。 

自然由来盛土等の規定要件である「調

査対象地からの距離が 900ｍ未満である」

とは、900ｍ格子内に含まれるという意味

なのか。もしくは、直線距離で 900 ｍ未

満であることが必要となるのか。 

1 

直線距離で 900ｍ未満であることを意

味しております。 

一部の 30ｍ区画で試料採取をし、基準

適合が確認された場合、試料採取を実施

しなかった 30ｍ格子も基準適合と評価し

てよいか。 

1 

自然由来盛土等に使用した土壌が一の

均一な汚染状態にある土地において掘削

されたものであることその他の情報によ

り、当該土壌の汚染状態が均一であるとみ

なすことができる場合にのみ、調査実施者

は自然由来盛土等に係るすべての 30ｍ格

子のうちいずれか一つの 30ｍ格子内にあ

る単位区画について試料採取した場合に

試料採取等を行わなかった 30ｍ格子につ

いても同様の評価とすることができます。 

自然由来盛土等に使用した土壌が一の

均一な汚染状態にある土地において掘削

されたものであることその他の情報によ

りとあるが、「一の均一な」とはどの様な

状態を示すのか。 
2 

「自然由来盛土等に使用した土壌が一

の均一な汚染状態にある土地において掘

削されたもの」とは、当該土壌が、複数箇

所の土地ではなく、一か所の土地において

掘削した土壌であって、その土地における

特定有害物質の種類や濃度の分布が偏在

していない土地において掘削されたもの

を意味します。 

自然由来汚染のある地質の深さを把握

する方法はどのようなものを想定してい

るのか。 

1 

ボーリング調査の結果や地質の文献等、

近傍の自然由来特例区域の情報等が考え

られます。 

地表面や地中の層に傾斜がある場合な

どの調査方法はどのようにすべきか。 

1 

自然由来のおそれがある自然地層の深

さが明らかである場合に、土壌汚染状況調

査において深さの限定を行う場合、当該深

さの範囲でかつ最大形質変更深さプラス

１ｍまでの深さの範囲内で試料採取する

こととなります。 

法第３条第１項に基づく土壌汚染状況 1 地歴調査の過程で、複数の由来の汚染の



調査において、10ｍより浅い範囲におい

て、人為由来より深い深度にある自然由

来等の汚染のおそれがある場合は、「試料

採取を行わないことができる」こととし

てはいかがか。 

おそれが把握された場合にはそれぞれの

由来に応じた調査を必要とすることが適

当と考えます。 

 

（５）公有水面埋立法に基づき埋め立てられた埋立地における土地の調査 

意見の概要 件数 意見に対する考え方 

埋立地における土地の調査において、

埋立層等の位置が明確である場合は、そ

の深度までを調査対象とすべきである。 
1 

Ⅱ.１（５）②にお示ししたとおり、埋

立層等の位置が明らかな場合は、当該範囲

の土壌のみを試料採取等の対象とするこ

とができることとします。 

公有水面埋立法の埋立地の調査につい

て、水面埋立てに用いられた土砂に由来

するおそれがあると認められる場合の調

査において、すべての特定有害物質につ

いて対象となるのか、埋立て由来の物質

のみの調査にならないのか。 

2 

土壌汚染状況調査において地歴調査の

対象とするのはすべての特定有害物質で

すが、試料採取等の対象とする特定有害物

質の種類は地歴調査において選定される

こととなります。 

水面埋立て調査において「全ての特定

有害物質について」は 26 物質ではなく、

おそれがあると認められる全ての特定有

害物質であることを明記すべきである。 

1 

御意見の記述は、全ての特定有害物質

（第一種特定有害物質のみならず、第二種

特定有害物質及び第三種特定有害物質も）

について、試料採取等の対象とする単位区

画は、30 メートル格子の中心を含む単位

区画等とすることを意味します。土壌汚染

状況調査においては、地歴調査の対象とす

るのはすべての特定有害物質ですが、試料

採取等の対象とする特定有害物質の種類

は地歴調査において選定されることとな

ります。 

造成された土壌の層の位置が明らかで

ない場合の試料採取方法は、表層及び１

ｍごとに最大形質変更深さまでと考えて

よいか。 

1 

埋立層等の位置が明らかでない場合に

ついては現行と同様な試料採取の深さに

なり、深さを限定する場合には、最大形質

深さプラス１ｍまでの土壌の試料を採取

します。 

 

（６）法第３条調査（使用が廃止された有害物質使用特定施設に係る工場又は事業

場の敷地であった土地の調査） 

意見の概要 件数 意見に対する考え方 

形質を変更する土地が、法第３条第１

項ただし書の確認を受けた土地と受けて

いない土地で合わせて 900 ㎡以上となる

とき、法第３条第７項の届出は必要か。 

2 

法第３条第１項ただし書の確認を受け

た土地において、形質を変更する範囲が

900 ㎡未満であれば、法第３条第７項の届

出は不要です。 

法第３条第１項のただし書の確認を受

けている土地や有害物質使用特定施設を

設置している工場若しくは事業場内の要

1 

要措置区域については、原則として、土

地の形質の変更をしてはならず、法第 10

条の規定により、法第３条第７項及び第４



措置区域等に指定されている土地で 900 

㎡以上の土地の形質の変更を行う場合、

法第３条第７項の届出又は法第４条第１

項の届出は必要か。 

条第１項の規定は、法第７条第１項の規定

により都道府県知事から指示を受けた者

が汚染除去等計画に基づく実施措置とし

て行う行為については、適用しません。ま

た、形質変更時要届出区域については、法

第 13 条の規定により、法第３条第７項及

び第４条第１項の規定は、形質変更時要届

出区域内における土地の形質の変更につ

いては、適用しません。なお、法第３条第

７項及び第４条第１項に基づく届出は不

要でありますが、要措置区域等内における

土地の形質の変更に係る手続きは必要と

なります。 

有害物質使用特定施設を設置している

工場若しくは事業場の敷地内で法第３条

第１項のただし書の確認を受けた土地で

900 ㎡以上の土地の形質の変更を行うと

き、法第３条第７項の届出の方が法第４

条第１項の届出に優先するのか。 

1 

法第４条第１項第１号の規定により、法

第３条第１項ただし書の確認を受けた土

地については、法第４条第１項の届出の対

象となりません。 

法第３条第１項ただし書確認を受けた

土地の範囲外の隣接地で土地の形質の変

更を行う場合にあっては従来通り土壌調

査を免除して頂きたい。 
1 

法第３条第７項の届出の対象となるの

は、同条第１項ただし書の確認を受けた土

地において 900 ㎡以上の土地の形質の変

更を行う場合です。当該ただし書の確認を

受けた土地以外で土地の形質の変更を行

う場合には、法第４条第１項の届出の要件

に該当する場合にあっては、届出を行って

いただく必要があります。 

法第３条第７項の届出は、着手日の何

日前までに行う必要があるのか。また、法

第３条第８項の都道府県知事からの命令

がある期間はいつまでか。 

3 

都道府県知事は法第３条第７項の届出

を受けた場合は、同条第８項の調査命令を

発出することになるので、届出期日は規定

しておりません。届出から命令発出までの

期間として、自治体の命令発出のための手

続きに要する期間が必要なため、手続きに

要する日数や調査に要する期間、当該土地

の形質の変更の工期等を勘案して届け出

るべきと考えます。 

改正法の施行後に土地の形質の変更の

予定がある法第３条第１項ただし書の確

認を受けている土地において、改正法の

施行前に当該形質変更範囲について、法

第 14条第２項に基づく申請により一部を

形質変更時要届出区域に指定した。残り

の未指定の土地が 900 ㎡以上の場合、改正

法の施行後に法第３条第７項に基づく届

出が提出された際、法第３条第８項に基

づく調査命令を発出しなくてもよいか。

1 

御意見のような例では、法第３条第１項

のただし書の確認を受けた土地において、

形質変更時要届出区域に指定された土地

以外における形質の変更面積が 900 ㎡以

上となる場合は、同条第７項の届出を行う

必要があり、原則同条第８項の命令が発出

されますが、900 ㎡未満においては同条第

７項の届出は必要ありません。 



また、未指定の土地が 900 ㎡未満の場合

は、改正法の施行後に法第３条第７項に

基づく届出を提出する必要はないか。 

法第３条第７項の届出に係る調査命令

は、有害物質使用特定施設が設置されて

いた事業場の敷地であった土地のうち、

グラウンドなど「土壌汚染が存在するお

それがないと認められる土地」であるこ

とが明らかである部分についても対象と

なるか。 

1 

対象となります。 

法第３条第７項の届出に係る法第３条

第８項の調査命令は、不利益処分に該当

するか。 

3 

法第３条第８項の命令は、不利益処分に

該当するものと解されます。 

法第３条第７項第１号に定める行為に

ついて、「次に掲げる行為とする」とある

が、一又は二のいずれかを満たすという

ことか。明確になるよう表現を検討すべ

き。 

5 

御意見の箇所は、一又は二の行為が法第

３条第７項第１号に定める行為であるこ

とを規定するものですが、規則の条文にお

いては、趣旨が明確になるようにします。 

法第３条第８項に係る報告事項である

四及び五の情報が、調査結果に関わらず

次の調査契機の際に確実に地歴調査で使

用されるよう、都道府県知事又は土地の

所有者等における記録の保存・承継の規

定が必要。 

2 

自治体や土地の所有者等における土壌

汚染調査結果につきましては、各文書規定

等により適切に保存等されることが適当

と考えます。 

法第３条第７項において、土地の形質

の変更の届出規模要件を設定したこと

で、これまで自治体が現行の土壌汚染対

策法第４条第１項の届出要件未満であっ

ても土地の所有者等に自主的に調査を促

していたが、かえって自治体の指導によ

る土壌汚染の拡散防止が難しくなること

が懸念される。法第３条第７項の届出規

模要件未満であっても土地の利用方法の

変更の届出を土地の所有者に求めるか、

必要に応じて自治体が法第５条の調査命

令を発出できるようにすることが必要だ

と考えられる。 

2 

法第３条第１項のただし書の確認を受

けた土地における土地の形質の変更の届

出の規模要件は、これまで対象外であった

3,000 ㎡未満の形質の変更のうち、半数以

上の届出の契機を捉えることができ、累計

面積としても８割程度把握することが可

能となると見込まれることや、届出に係る

自治体や土地の所有者等の負担を考慮し

て規定しました。これは、届出の規模要件

に該当しない場合に自治体の指導により

土地の所有者に自主的な調査を促すこと

を妨げるものではありません。また、土地

の利用の方法の変更をしようとするとき

は、現行と同様、土地の形質の変更の有無、

規模等に拘らず当該届出を行うことが必

要であり、法第３条第１項の調査義務が生

じます。なお、現行と同様、法第５条の命

令を発出する要件に該当した場合には同

条に基づく調査命令を発出することも可

能です。 

法第３条ただし書の確認を受ける土地

は、有害物質使用特定施設の設置されて
3 

法第３条第１項の調査義務が生じる「工

場・事業場の敷地」とは原則、公道等（私



いた場所だけではなく、事業場全体を指

すのか。 

道、水路、緑地帯、フェンス、壁その他の

工場・事業場の敷地を外形上明確に区分す

ることができる施設も含む。）により隔て

られていない一連の工場・事業場の敷地を

いいます。同条第１項のただし書の確認を

受ける土地の範囲とは、現行と同様、現行

の土壌汚染対策法施行規則第 16 条第１項

の規定による土地の所有者等の申請によ

り、第２項の要件に該当する旨の都道府県

知事の確認を受けた土地の範囲であり、必

ずしも事業場の土地全体が対象となると

は限りません。 

法第３条第７項に係る土地の形質の変

更は、法第３条第８項の調査報告の翌日

から可能になると考えてよいか。 
1 

土地の形質の変更の着手は、Ⅱ.１.（６）

⑥にお示しした報告がなされ、自治体が当

該報告の内容を確認した後となります。ま

た、当該調査の結果、区域指定される土地

については、当該区域に係る規制を受ける

こととなります。 

今回の改正により、法第３条第１項た

だし書の確認を受けようとする土地の所

有者等は土地の場所を明らかにした図面

を添付することとするとあるが、改正前

に確認した土地については、範囲の再確

認を行うべきではないか。その場合の手

続きや判断基準はどうなるか。 

3 

過去に法第３条第１項ただし書の確認

を受けた土地について、都道府県等と相談

のうえで、その土地の場所を明らかにした

図面で当該土地の範囲を明確にすること

を否定しませんが、法令において、遡って

当該図面等の提出を要するものではあり

ません。 

平面図、立面図及び断面図のイメージ

と、記入すべき事項を、通知等で示して頂

きたい。 

2 

平面図、立面図及び断面図においては、

届出要件が確認できる事項や命令発出の

要否に係る情報を記載することとなりま

す。具体的には、現行の調査及び措置ガイ

ドライン p.30 の図を参考に、土地の形質

の変更の範囲及び深さ等、面積や寸法等を

記入することが考えられますが、今後ガイ

ドラインにおいて必要な事項等をお示し

いたします。 

法第３条第７項の届出の添付図面で

「土地の形質の変更をしようとする場所

を明らかにした平面図、立面図及び断面

図」とは、「土地の形質の変更をしようと

する場所及び変更の内容を明らかにした

平面図、立面図及び断面図」と解釈して良

いか。 

1 

御意見のとおりです。 

法第３条第７項に基づく届出書に、土

地の形質変更場所をあきらかにした平面

図、立面図及び断面図を添付するとある

が、水質汚濁防止法の改正法の施行以前

の廃止設備については、有害物質使用特

1 

法第３条第７項に添付する平面図、立面

図及び断面図は、土地の形質の変更の範囲

を明らかにした図面であって、必ずしも当

該有害物質使用特定施設の平面図、立面図

及び断面図の添付を要するものではあり



定施設の設置届出の配置図等に置き換え

ることを可能にして頂きたい。 

ません。 

土地の形質の変更は、平面図及び断面

図で把握することが可能であるため、法

第３条第７項、第４条第１項の届出にお

いて、「立面図」の添付の要件を削除すべ

き。 
2 

土地の形質の変更の内容によっては、立

面図と断面図を１つの図面として作成す

ることで充分な場合もあると思われます

が、それぞれ作成することが有効な場合も

あると思われるため、お示しした案が適当

であると考えます。なお、現行の土壌汚染

対策法施行規則第 48 条第２項第３号にお

いても同様の規定としています。 

調査命令に係る土壌汚染状況調査にお

いて形質変更に係る深度を考慮すること

から、法第３条第７項及び法第４条第１

項の届出書には、土地の形質の変更をし

ようとする場所を明らかにした立面図及

び断面図を添付することを規定すると考

えられるが、ほとんどの届出では調査命

令の発出が行われないことを踏まえる

と、立面図及び断面図を一律に届出書に

添付することを義務付けることは届出者

に過大な負担が生じることとなるので任

意の添付とすべきである。 

2 

法第３条第７項の届出の際には、同条第

８項に基づく調査命令が発出されること

となります。また、深さを限定した調査を

行った場合に自治体は土地の形質の変更

の深さの範囲を確認する必要があり、立面

図及び断面図の添付は必要だと考えるた

め、お示しした案が適当であると考えま

す。 

ほぼ整地のみの場合等、立面図や断面

図を作成せず土地の形質の変更を行うこ

とがある。このような場合においても、図

面を作成する必要があるか。 

1 

法第３条第７項の届出には土地の形質

の変更をしようとする場所を明らかにし

た平面図、立面図及び断面図の添付が必要

です。 

土地の形質の変更をするときに届け出

る事項として、「土地の形質の変更の対象

となる土地の所在地」とあるが、対象とな

る土地に地番のない農道や水路があった

場合、どのように記載するべきか。 

1 

現行同様、図面等を添付し当該場所が分

かるようにする等、個別案件ごとに自治体

と相談の上、届け出ることが望ましいと考

えます。 

形質の変更の届出を要しない行為につ

いて、「その対象となる土地の面積が 900

平方メートル未満であること」とあるが、

この面積は掘削部分のみの面積であり、

盛土範囲は含まないということで良い

か。 

1 

土地の形質の変更とは、法第４条第１項

における「土地の形質の変更」と同様、土

地の形状を変更する行為全般をいい、掘削

と盛土の別を問いません。 

Ⅱ.１.（６）④二ロについて、土壌粒子

が全く飛散しない土地の形質の変更は通

常考えられないため、具体的にどのよう

な行為を指すのか示して頂きたい。 
1 

法第４条第１項第１号における土地の

形質の変更の適用除外の行為のうち現行

の土壌汚染対策法施行規則第 25 条第１号

ロと同様の行為をいいますが、御意見のよ

うに土壌の飛散等が想定される場合には、

テントの設置等により飛散等による汚染

の拡散が生じないための措置を講じてい

ただく必要があります。 

「土地の形質の変更に係る部分の深さ 1 現行と同様、土地の形質の変更深さに含



が 50 センチメートル以上」とあるが、ア

スファルト等の土地表面の構造物や地中

の廃棄物の掘削は、土地の形質の変更に

係る部分の深さに含まれるか。 

まれるものと解されます。 

同一の有害物質を使用する有害物質使

用特定施設が複数ある工場では、短期間

に同一の有害物質かつ同一の土地の範囲

で複数回のただし書の確認申請を行うこ

とがある。このような場合に、添付書類を

不要とする、一度にまとめて確認申請す

るなどの負担軽減措置をお願いしたい。 

1 

御意見については、今後の制度運用の改

善を検討する際の参考とさせていただき

ます。 

鉱山関係の土地については、鉱山保安

法の規制を受けることから法第４条第１

項の届出を要しないこととなっているた

め、法第３条第７項の届出についても同

様の取り扱いがなされるべき。 

4 

御意見を踏まえ、法第３条第７項に基づ

く土地の形質の変更の届出を要しない行

為として規則を修正します。 

「土壌その他の試料の採取を行った地

点及び年月日」とあるが、土壌汚染状況調

査の報告としては「土壌汚染対策法施行

規則第１条第２項四」において、「土壌そ

の他の試料の採取を行った地点及び日

時」と規定されている。『年月日』と『日

時』で齟齬がある。 

5 

御意見を踏まえ、現行の土壌汚染対策法

施行規則第１条第２項第４号に規定する

土壌汚染状況調査結果の報告と同様、「土

壌その他の試料の採取を行った地点及び

日時」に修正します。 

法第３条第５項の届出と、法第３条第

７項の届出は、重複して届出されること

があるのではないか。これらの届出書の

内容が重複すると考えられるため省令に

運用を明記するべきである。 
1 

土地の形質の変更に伴い、ただし書の確

認に係る土地の利用方法を変更する場合

にあっては、法第３条第５項の規定に基づ

く届出を行い、都道府県知事が同条第６項

の事由に該当していると認めた場合は、同

条第１項のただし書の確認が取消され、同

条第１項本文の土壌汚染状況調査の義務

が生じることとなります。 

法第３条第１項のただし書に添付する

図面は、実際の場所が明らかとなるよう

地図をもとに作成すべきか、それとも地

番が明らかとなるよう公図をもとに作成

すべきか。 

1 

ただし書の確認を受ける土地の場所が

明らかになるような図面を添付する必要

があります。なお、添付図面の例として、

平成 29年 11 月 17 日開催の土壌制度小委

員会資料２があります。 

天候不順や不測の事態により報告期限

までに報告できない場合に備え、報告期

限の延長申請を可能として欲しい。 
1 

法第３条第８項の調査命令に係る調査

の報告期限は都道府県知事が定めて命令

を発出することとなっておりますので、個

別事例において自治体と御相談ください。 

土地の形質の変更をしようとする者が

土地の所有者でない場合、法第３条第７

項に基づく届出については、土地所有者

の同意書があっても土地の形質を変更し

ようとする者が届出を提出することはで

きないと解釈してよいか。 

1 

法第３条第７項の届出者は、同条第１項

本文に基づく土壌汚染状況調査と同様、当

該調査義務を負う当該土地の掘削権原を

有する土地の所有者等が届け出ることと

なります。 



法第３条第１項本文における報告に添

付する、「土壌汚染状況調査の対象地の土

壌の特定有害物質による汚染状態を明ら

かにした図面」の具体的な例を提示して

ほしい。 

2 

ガイドラインにおいて必要な説明等を

示すこととします。 

自然由来特例区域の近傍にある土地で

法第３条調査が必要な場合、それに関す

る指導があるか。 1 

Ⅱ.1.（１）②のとおり、地歴調査の過

程で自然に由来する土壌汚染のおそれが

あると判断された場合は、自然由来に係る

試料採取等区画の選定等を実施すること

となります。 

法第３条第７項は「ただし書の確認を

受けた土地」における形質の変更である

ことから、届出事項にある「敷地であった

土地」の情報は不要ではないか。 

1 

法第３条第１項のただし書の確認を受

けている場所を明確にする観点から、敷地

であった土地の図面も必要であると考え

ます。 

法第４条第１項の届出の際の法第４条

第２項に基づく土壌汚染状況調査を提出

するのと同様に、法第３条第７項の届出

提出時に事前に実施した調査結果を提出

し、法第３条第８項の調査命令を省略す

ることは可能か。 

2 

法第３条第７項の届出に併せて、土壌汚

染状況調査の結果とみなすことできる調

査の結果が提出された場合において、当該

調査の結果を法第３条第８項の命令に基

づく調査の報告とみなすことを妨げるも

のではありません。 

法第３条第８項の規定による調査が実

施されても、土地利用の方法の変更がな

ければ、法第３条第１項ただし書の確認

は取り消されないということでよいか。 

1 

御意見のとおりです。 

法第３条第８項の調査報告後、当該形

質変更部分のただし書確認要件が土地利

用方法の変更により取り消される場合、

従前の Q＆Aを参考に、義務が生じる法第

３条に係る調査を、受理した法第３条第

８項の調査報告をもって代えることは可

能か。 

1 

法第３条第８項の調査以降に新たな汚

染のおそれが生じていない場合にあって

は、同条第１項本文に規定された調査義務

が発生したときに、同条第８項の土壌汚染

状況調査の結果報告を利用することがで

きると考えます。 

法第３条第１項ただし書の確認申請に

伴う調査等は過度の負担であると考えら

れ、特定有害物質の使用の廃止や、土地利

用の方法の変更を意図的に届け出ない状

況が起こり得るのではないか。 

1 

法に基づき届出を行うことが適当であ

ると考えます。 

法第３条第１項本文に規定する工場又

は事業場の敷地について、現在は切り売

りされて敷地外となっている土地も地歴

調査及び試料採取等の対象とすべきであ

り、切り売りされる際に試料採取等まで

完了する規定を設けるべき。 
1 

法第３条第１項本文の定義による有害

物質使用特定施設に係る工場又は事業場

の敷地の一部が廃止前に切り売りされた

場合でも廃止後には当該土地にも法第３

条第１項本文の規定による調査義務が発

生します。なお、切り売り時に法第 14 条

に基づき、土壌汚染状況調査を行った場合

にあっては、法第３条第１項本文に規定さ

れた調査義務が発生したときに、当該土壌

汚染状況調査の結果報告を利用すること



ができる場合があると考えます。 

法第３条第７項や法第４条第１項の届

出に係る軽易な行為の定義を明確にする

べき。自治体により見解の相違が見受け

られる。 

1 

法第３条第７項の届出に係る軽易な行

為は（６）④でお示ししたとおりであり、

このうち二のイからハまでについては、現

行の土壌汚染対策法施行規則第 25条第１

号と同じであり、同様の解釈となります。 

土壌の飛散又は流出の有無を判断する

範囲は、形質変更範囲に限らず、一般に立

入禁止と考えられる工場全体の敷地内で

あると考えることは可能か。 

1 

土壌の飛散又は流出の有無を判断する

範囲は、当該形質の変更の範囲の外となり

ます。 

法第３条第８項の命令に係る報告事項

について、図面のみではなく、汚染状態や

汚染のおそれの根拠となる書類（計量証

明書、ボーリング柱状図、配管深度図等）

を添付すべきではないか。 

1 

１（6）⑥六にお示ししたとおり、土壌

その他の試料の採取を行った地点及び深

さ、日時、当該試料の分析の結果並びに当

該分析を行った計量法第 107 条の登録を

受けた者の氏名又は名称その他の土壌汚

染状況調査の結果に関する事項を、報告事

項としています。 

 

（７）法第４条調査（土壌汚染のおそれがある土地の形質の変更が行われる場合の

調査） 

意見の概要 件数 意見に対する考え方 

法第４条で調査命令を受けた際の調査

深度は形質変更深さ＋１ｍとし、それ以

深に汚染のおそれがある場合は図面等を

添付すれば良いということですが、基礎

杭等の杭工事を伴うような工事の場合、

形質変更深さ＋１ｍのボーリング調査で

妥当と判断できるか。 

2 

土壌汚染状況調査の対象となる土壌を

採取等する最大の深さは、現行と変更はあ

りません。 

Ⅱ.１.（７）④において、「土壌汚染状

況調査において土地の形質の変更に係る

部分の深さの位置より 1 メートルを超え

る位置に汚染のおそれがある場合」とあ

るが、具体的にどのように確認するのか。

土壌汚染状況調査を実施しなければ確認

できない。 

1 

Ⅱ.１.（７）④でお示しているのは、法

第４条第２項に係る調査結果を提出する

際の記載事項です。汚染のおそれが生じた

場所の位置は地歴調査により把握される

ものと考えます。 

土地の形質の変更に係る部分の深さの

位置より 1 メートルを超える位置に汚染

のおそれがある場合とあるが、おそれが

比較的多い範囲だけでおそれが少ない範

囲は除外されるという理解で良いか。 

1 

土地の形質の変更に係る部分の深さの

位置より 1 メートルを超える深さに汚染

のおそれが生じた場所の位置がある場合

の意味です。 

法第４条第１項の届出の対象となる有

害物質使用特定施設が廃止された工場若

しくは事業場とはどのようなものを想定

されているのか要件を明確にされたい。 

19 

ここでいう有害物質使用特定施設が廃

止された工場若しくは事業場とは、具体的

には当該廃止から土壌汚染状況調査の結

果を報告するまでの期間又は法第３条第

１項のただし書の確認を受けるまでの期



間にあるものを想定しています。なお、有

害物質使用特定施設とは法第３条第１項

で定義されたものを指しますので、法施行

前に廃止された工場若しくは事業場につ

いては、ここでいう有害物質使用特定施設

が廃止された工場若しくは事業場に該当

するものはありません。趣旨を明確化する

ため、御意見を踏まえ、修正します。 

ある特定有害物質の使用を取りやめて

特定施設自体は使用し続けることがある

ため、「有害物質使用特定施設が廃止され

た」は表現が適切でない。 

2 

有害物質使用特定施設とは法第３条第

１項で定義されたものを指します。現行の

土壌汚染対策法の施行通知に記載されて

いるとおり、有害物質使用特定施設の「使

用の廃止の時点」とは、当該施設の使用を

やめるか、又は当該施設の使用は続けるも

のの当該特定有害物質の使用をやめる時

点であり、このことについて変更はないた

め、お示しした案が適当であると考えま

す。 

有害物質使用特定施設を廃止した後

に、隣地の事業場の所有者が当該土地を

購入し一体となった工場はここでいう

「有害物質使用特定施設を廃止した工場

若しくは事業場の敷地」に含まれるのか。 

1 

有害物質使用特定施設を廃止した工場

若しくは事業場であるなら法第３条第１

項の調査が実施されているか、同条項ただ

し書の確認を受けている土地のいずれか

かと考えられるため、含まれないものと考

えます。 

過去に有害物質使用特定施設を設置し

ていた事業場の敷地において、廃棄物処

理法（昭和 45年法律第 137 号）の施行前

に埋設された廃棄物を撤去するために

900 ㎡以上の掘削を行う場合、当該規定に

基づく届出書の提出が必要か。 

1 

Ⅱ.１．（７）①にお示しした要件に該当

する場合は法第４条第１項の届出が必要

です。 

過去に有害物質使用特定施設を設置し

ていた事業場の敷地において、土地の形

質の変更の事前調査として土壌汚染状況

調査を行い、調査による形質の変更の面

積が 900 ㎡以上となった場合、当該規定に

基づく届出書の提出が必要か。必要な場

合、結果的に同条第２項に係る調査の実

施は不可能ではないか。 

1 

Ⅱ.１．（７）①にお示しした要件に該当

する場合は法第４条第１項の届出が必要

です。なお、御意見の例のような事例が生

じることはあまり想定されないと考えら

れますが、仮に生じた場合は具体的事例を

もって事前によく相談されることが望ま

しいと考えます。 

過去に有害物質使用特定施設が廃止さ

れた工場若しくは事業場の敷地であった

かどうかの情報を知らずに、900 ㎡以上の

土地の形質の変更を行った場合はどうな

るのか。 

1 

Ⅱ.１．（７）①にお示しした要件に該当

する工場等で 900 ㎡以上の土地の形質の

変更を無届出で実施した場合は、改正後の

法第 66 条第２号の罰則の適用をうけるも

のと考えます。 

土地の形質の変更を行おうとしている

土地について、現に有害物質使用特定施

設が設置されているか又は過去に有害物

1 

現に有害物質使用特定施設が設置され

ている工場若しくは事業場の敷地につい

ては、情報の把握に困難はないと考えま



質使用特定施設が設置されていたかどう

かについては、的確に情報を把握するこ

とができないと考えられる。 

す。また、有害物質使用特定施設が廃止さ

れた工場若しくは事業場の敷地（法第３条

第１項本文の報告が行われた土地又は法

第３条第１項ただし書の規定に基づく都

道府県知事の確認を受けた土地を除く。）

については、有害物質使用特定施設は法第

３条第１項で定義されたものを指すもの

であり、土壌汚染対策法の施行前に廃止さ

れた工場若しくは事業場については、ここ

でいう有害物質使用特定施設が廃止され

た工場若しくは事業場に該当しないこと

を踏まえれば、情報の把握に大きな困難は

ないものと考えます。 

900㎡以上3,000㎡未満の土地の形質の

変更をする範囲の一部に、900 ㎡未満の有

害物質使用特定施設が設置されている又

は廃止された工場若しくは事業場の敷地

を含む場合、法第４条第１項の届出の対

象になるのか。 

2 

法第４条第１項の届出の対象になりま

せん。 

3,000 ㎡以上の土地の形質の変更をす

る範囲の一部に、900 ㎡未満の有害物質使

用特定施設が設置されている又は廃止さ

れた工場若しくは事業場の敷地を含む場

合、法第４条第１項の届出の対象になる

のか。 

1 

法第４条第１項の届出の対象になりま

す。 

法第３条第１項ただし書の確認を受け

ている土地 900 ㎡以上とそれ以外の土地

と合わせて 3,000 ㎡の土地の形質の変更

を行う際に法第３条第７項に基づきあら

かじめ届出をする必要があるが、残りの

3,000 ㎡未満については、法第４条第１項

に基づく届出を提出する必要はないか。 

2 

法第３条第７項の届出と法第４条第１

項の届出の両方の対象になります。 

法第４条第１項に係る届出の事項に、

「特定有害物質の種類」を追加し、土地の

形質の変更を行う範囲外の有害物質使用

特定施設の種類及び設置場所は届出を不

要とすべきである。 

1 

特定有害物質の種類については、御意見

を踏まえ、修正します。土地の形質の変更

範囲以外でも、有害物質使用特定施設を設

置している工場・事業場の敷地内における

土地の形質の変更の際には、届出は必要で

あるため、当該有害物質使用特定施設の種

類及び設置場所は必要と考えます。 

現に有害物質使用特定施設が設置され

ている事業場において、900 ㎡以上の土地

の形質の変更を行うために当該規定に基

づく届出を行った場合、第４条第３項に

基づく命令が必ず出されるのか。 

1 

法第４条第３項の命令発出の要件は、現

行の土壌汚染対策法施行規則第 26条のと

おりであり、規則では現行の土壌汚染対策

法施行規則第 26条第４号の括弧書きが削

除されること以外改正後も変わりません。

同条の各号に該当する場合に命令が発出

され、該当しない場合には命令は発出され



ません。 

900 ㎡以上の土地の形質変更の届出に

おいて、法第３条ただし書の確認を受け

た事業場では必ず調査命令が発出される

が、現に有害物質使用特定施設が設置さ

れている事業場では、調査命令が発出さ

れないこともありうるとの解釈で良い

か。 

1 

御意見のとおりです。 

規則第 25 条の土壌溶出量基準及び土壌

含有量基準に適合するものと認められる

ものとして都道府県知事が指定した土地

は現実的に指定可能な土地が存在すると

は考えられない。もしこのような規定を

設けるとしても指定の方法等を規則に記

載するべきである。 

1 

内閣府地方分権改革推進室による平成

29 年の地方分権改革に関する提案募集に

おいて、提案事項「土壌汚染のおそれがな

い土地の改変などに関し、土壌汚染対策法

第４条第１項に基づく届出義務の廃止」が

寄せられており、これらの検討結果を踏ま

えて規定を設けました。なお、指定の方法

等については、各自治体ごとに土壌汚染の

状況及び土地の利用状況等が異なり、土地

利用区分等により、全国一律に法第４条第

１項の届出対象外として区域を定めるこ

とは困難であるため、各自治体が地域の状

況に応じて法に準じて適切に実施するこ

とが適当であるため、お示しした案が適当

であると考えます。 

規則第 25 条の規定はどのような経緯に

より追加されたのか。 
1 

第一次答申において、有害物質使用特定

施設等が過去に存在した可能性が著しく

低いと考えられる土地に関する法第４条

第１項の届出は、汚染のおそれがあるとこ

ろを効率的に調査する観点からは過剰で

あり、届出対象外とすることを検討すべき

であるとされました。また、内閣府地方分

権改革推進室による平成 29 年の地方分権

改革に関する提案募集において、提案事項

「土壌汚染のおそれがない土地の改変な

どに関し、土壌汚染対策法第４条第１項に

基づく届出義務の廃止」が寄せられてお

り、これらを踏まえて中央環境審議会にお

いて検討を行った結果、当該規定を設ける

こととしました。 

都道府県知事が自らの調査に基づき指

定するとされているが、指定調査機関が

調査した「土壌汚染状況調査に準じた方

法により調査した結果」と何が違うのか。

土壌汚染状況調査では、基準不適合が確

認された土地が汚染のある土地として指

定されることとなるが、都道府県知事が

実施した調査では、汚染のおそれのない

土地が指定可能な制度と解される。都道

府県知事が実施した調査ではこのような

指定を可にし、後者は不可とするでは理

屈は通らない。土地の所有者等が土壌汚

染状況調査に準じた方法により調査した

結果汚染のなかった土地については、現

行の届出はさせるが、調査命令は出さな

いという制度運用で十分である。 

1 

規則第 25条は、予め一定の地域を指定

おくべき。個別に判断するのであれば、法

第４条に係る土地との差異がほとんどな

くなる。さらに、都道府県発注工事につい

て適用することが考えられ、民間工事と

1 

御意見のとおり、土地の形質の変更を行

う個別の事例ごとに判断するということ

ではなく、一定の地域を指定することを想

定しています。 



の不公正感が生ずることが懸念される。 

規則第 25条における「土壌汚染状況調

査に準じた方法」について、「準じた」と

見なされる調査方法について具体的に示

していただきたい。 

1 

土壌汚染状況調査に準じた方法とは、規

則第３条から第 15 条に規定された方法に

準じたものを想定しています。 

規則第 25条の規定について、都道府県

知事が指定する際の具体的な手続きを示

していただきたい。 

4 

具体的な手続き等については各自治体

が地域の状況に応じて法に準じて適切に

実施することが適当と考えます。なお、指

定された区域については公示等により示

すことが必要と考えますが、指定の方法等

については各自治体が地域の状況に応じ

て法に準じて適切に実施することが適当

と考えます。 

土地の形質の変更に係る部分の深さを

記載した場合、工事中に深さが変更にな

った際の対応についても明確にすべき。 

2 

施行中に工事の施行内容が変更になっ

た場合の取り扱いは、現行と同様です。 

法第４条第１項の届出における、現に

有害物質使用特定施設が設置されている

工場・事業場等の敷地の規模について、工

場・事業場のみの敷地を指すのか、それ以

外の一連の敷地を含めるのかを明確にす

べき。 

1 

工場・事業場の敷地についての考え方

は、現行の土壌汚染対策法第３条の場合と

同様です。 

法第４条届出等で提出する同意書の形

態について、明確な基準を設けるか、現実

の運用に準じた同意書の形（自治体等が

所有する道路の施工においては、道路課

への申請を代用、等）を認めるべきであ

る。 

1 

法第４条第１項の届出に添付する同意

書については、法第４条第３項の調査命令

が発出される可能性もあることも含めて

土地の形質の変更の実施についての同意

を確認するものであり、現行と同様、規定

の様式を設けることは考えていません。ま

た、現行の土壌汚染対策法の施行通知にも

記載しているとおり、土地の形質の変更の

工事の請負契約書及び当該請負契約の発

注者が当該土地の所有者等であることを

証する書類（所有者であることを証するの

であれば、登記事項証明書及び公図の写

し）等、その他上記の事項を同意している

と判断できるのであれば法第４条第１項

の届出に添付する同意書であるとみなす

ことは可能と考えます。また、同様に法第

４条第２項につきましても、土壌汚染状況

調査の結果の提出についての同意を確認

するものであり、改正法の第一段階施行の

通知にも示しております。 

全国の法第４条第１項の規定に基づく

土地の形質の変更の届出のうち、調査命

令が発出された割合は１％程度と低いこ

とを踏まえ、土地の形質の変更を伴う事

1 

御意見については、制度の運用において

参考にさせていただきます。 



業の円滑な実施のために、規則第 25条の

運用が現実的なものとなるよう配慮いた

だきたい。 

形質変更に伴う調査の範囲が 3,000 ㎡

から 900 ㎡に縮小されたが、土壌汚染の把

握の趣旨から、対象範囲を特定施設が供

されている場所または、供されていた場

所に限定するべきで、汚染されていない

道路や芝生は除外すべきである。 

1 

届出要件として、900 ㎡以上としている

のは、工場・事業場の敷地の場合としてお

り、届出範囲の土地の利用状況は地歴調査

により判断されることとなります。 

都道府県知事が調査命令を発出する際

には、調査に係る深度を命じる必要があ

るのか。都道府県知事の調査命令の判断

は、予定する土地の形質の変更に係る深

度を考慮せず、平面図の記載事項のみで

行うべきと考える。 

1 

都道府県知事は、調査に係る深さを命じ

る必要はありません。ただし、届出書で確

認された土地の形質の変更深さより１ｍ

を超える深さにのみ汚染のおそれが生じ

た場所の位置があることが、行政保有情報

等により明確に確認できた場合には調査

命令を発出しないことが適当と考えます。 

規則においては、新たに特定施設の場

所を明らかにすることを求めているが、

この目的は特定施設のあった場所の形質

変更時のみ土壌汚染状況調査を求めるた

めであると理解してよいか。 

1 

Ⅱ.１．（７）②に係る御意見と伺えます

が、法第４条第１項の届出で 900 ㎡以上の

土地の形質の変更時に届出の対象となる

土地の要件はⅡ.１．（７）①のとおりで、

必ずしも特定施設のあった場所の形質変

更時のみ届出の対象となるわけではあり

ません。また、法第４条第３項の命令の発

出の対象となり得る土地は、現行と同様、

同条第１項に基づき届け出された土地の

形質の変更を施行する範囲内となります

ので、必ずしも事業場全体が土壌汚染状況

調査の対象となる場合のみではありませ

ん。 

土地の形質の変更を行う範囲内につい

ては、有害物質使用特定施設に関係する

配管や排水溝の場所の届出が必要ではな

いか。 

2 

有害物質使用特定施設に係る配管や排

水溝については、土壌汚染状況調査におけ

る地歴調査によって明らかになるものと

考えます。 

都道府県知事が実施した土壌汚染状況

調査に準じた方法による調査により、「基

準不適合土壌が存在するおそれがない土

地」と判断された土地についても、都道府

県知事による指定が必要と解してよい

か。 

1 

御意見のとおりです。 

都道府県知事が指定した土地につい

て、「指定後の汚染の状況の変化を把握す

ることが必要」とあるが、その方法及び把

握する頻度等について、運用上の支障が

生じない様に、具体的に御教示いただき

たい。 

1 

指定された区域への現地調査等により

定期的に把握する等、各都道府県等におい

て適切に実施されるべきものと考えます。 

比較的規模が大きい工場では、土地の 1 法第４条第１項の届出については、現行



形質の変更面積が 900 ㎡を超える工事が

多々あるが、その都度土壌汚染状況調査

を実施することとなり、費用や工期の面

で事業者にとって負担が大きいため、別

個の工事であっても、時期的に近い場合

等は、まとめて一つの届出ができる等の

配慮が必要と考える。 

と同様、同一の事業の計画や目的の下で行

われるものであるか否か、個別の行為の時

間的近接性、実施主体等を総合的に判断し

届出を行うこととなります。 

法第４条第１項の届出において、操業

中の有害物質使用特定事業場にあって

は、有害物質使用特定施設の「設置場所」

が届出事項とされているが、図面である

必要はないか。 

1 

当該項目は、届出書に記載する事項とし

ていますが、必要に応じて図面を添付する

ことも差し支えありません。 

知事が土壌汚染状況調査に準じた方法

により調査した結果と限定されている

が、事業者等が同様に実施した結果を活

用できないか。 

1 

Ⅱ.１.（７）③の調査は都道府県知事が

実施することが適当と考えますが、地歴調

査において事業者等が調査した結果を利

用することが可能であると考えます。 

 

（８）法第５条調査（土壌汚染による健康被害が生ずるおそれがある土地の調査） 

意見の概要 件数 意見に対する考え方 

なし 0  

 

２．区域の指定等 

（１）要措置区域 

意見の概要 件数 意見に対する考え方 

「同一の土壌汚染状況調査により指定

された他の要措置区域」という制限の目

的を示してほしい。 

2 

要措置区域等の中には、同一契機で指定

されたにもかかわらず、飛び地状に指定さ

れる例があり、この場合に、飛び地区域間

の移動が認めておらず、効率的な処理や工

事の支障となっていたことから、同一の契

機で行われた土壌汚染状況調査により指

定された要措置区域等であって飛び地状

に分布するものの間の汚染土壌の移動を

可能にすることとしました。 

措置の種類で地下水の水質の測定が２

つあるのは紛らわしいので地下水の水質

の測定Ⅰ、地下水の水質の測定Ⅱなど呼

称をつけた方がよい。 

1 

御意見を踏まえ、それぞれの措置につい

ては、通知等で分かりやすく説明します。 

別表１一の項の右欄の「次項から六の

項までの左欄に掲げる土地に応じ、それ

ぞれこれらの項の中欄及び右欄に定める

汚染の除去等の措置」について、一の項の

左欄に掲げる土地は地下水汚染が生じて

いない土地であることから、二の項から

六の項までの左欄に掲げられている土地

のいずれにも該当せず、どの項に規定さ

1 

御意見を踏まえ、修正します。 



れている措置についても選択することが

できない状態となっているため修文すべ

き。 

法第７条第１項の汚染除去等計画を提

出する場合にも、法第 12 条の土地の形質

の変更届出書の提出は必要となるのか。

内容が重複する可能性が高いと考えられ

る。 

1 

要措置区域において法第７条第１項に

基づく汚染除去等計画を提出する場合は

法第 12 条第１項に基づく土地の形質の変

更の届け出は必要ありません。 

別紙３六の項第二号の原位置浄化によ

る除去の二の記載において化学的に分解

する方法は、分解生成物の地下水測定を

１回でいいとなっているが、措置の対象

となる特定有害物質がたとえ目標土壌溶

出量以下となっても、分解生成物を生成

し続け地下水から検出されることが見ら

れることは少なくないので改めるべき。 

2 

措置の対象となった特定有害物質の種

類については目標地下水濃度を超えない

状態が２年間継続することを確認する必

要があります。分解生成物については、化

学的に分解する方法は比較的短時間で分

解が終了する措置であることから 1 回と

することができるとしております。また、

原位置浄化では適用性を確認することと

しておりますのでそこで、分解されること

が確認されるものとしております。 

法第７条第４項の実施措置に関する技

術基準のうち、要措置区域外から搬入さ

れた土壌を使用する場合の土壌の品質管

理の要件について、「土壌汚染状況調査に

より基準適合が確認されている土壌」も

埋戻しに使用できるようにして頂きた

い。 

1 

要措置区域外から搬入された土壌を使

用する場合における当該土壌の特定有害

物質による汚染状態の調査方法について

は別途告示において定めます。 

要措置区域内における土地の形質の変

更の禁止の例外に「土壌汚染の状況その

他必要な情報を把握するためのもの又は

観測井を設けるためのボーリング」を追

加するとのことであるが、これらの形質

変更をする場合は規則第 45 条、規則第 46

条の確認の申請も不要にして頂きたい。 

1 

要措置区域内のおける土地の形質の変

更の例外として土壌汚染の状況その他必

要な情報を把握するためのもの又は観測

井を設けるためのボーリングについては、

規則第 45 条、第 46 条に規定する確認の

申請は不要です。 

飲用井戸の位置が明確にならないと目

標地下水濃度を設定することが出来ない

ので、汚染除去等計画を作成することが

できない。現在、飲用井戸の位置は全面的

な公開はされておらず、飲用井戸の位置、

ストレーナーの深さなどの情報は全面公

開を前提とした届出を義務づけるべきで

ある。 

1 

飲用井戸の位置が明確ではない場合で

あって、都道府県から土地の所有者等に飲

用井戸等の位置に関する情報を提供する

ことは、個人情報保護等の観点から必ずし

も適当ではないことから、そのような場合

にあっては、工事の実施後に地下水基準に

適合することを評価する地点を当該要措

置区域のある敷地の地下水の下流側の境

界等に設定することが望ましいと考えま

す。 

汚染除去等計画の記載事項に、地下水

位との位置関係があるが、地下水位の把

握は必須か。あるいは溶出量基準超過の

場合等のみに限るか。 

1 

地下水位に関しては、土壌溶出量基準不

適合土壌に対する措置を実施する際の土

地の形質の変更が帯水層に接するか否か

の判断する際の情報となるものです。 



汚染除去等計画の記載事項である、地

下水位との位置関係について、実測によ

る把握が必要か。地下水の明確な定義が

無いように思われるため、通知等で考え

方を示していただきたい。 

1 

基本的に実測による把握が必要と思い

ますが、詳しくは通知又はガイドラインで

お示しします。 

原位置浄化措置による土壌汚染の除去

について、２年間の地下水観測を行う目

的は特定有害物質による土壌汚染が無く

なり、再溶出が発生しないことの確認で

ある。したがって、化学的に分解する方

法、生物学的に分解する方法をとった場

合においても、通常と同じ地下水観測の

方法を採用すべきである。また、２年間の

地下水観測を開始する前提条件は、特定

有害物質が土壌環境基準に適合している

ことであることから、モニタリング項目

の増減は必要ない。 

2 

原位置浄化の措置においては、措置の対

象となった特定有害物質の種類について

は目標地下水濃度を超えない状態が２年

間継続することを確認する必要がありま

す。しかしながら、当該措置の対象となっ

た特定有害物質の分解生成物親物質に関

しては、親物質が目標地下水濃度を超えな

い状態が確認されたとしても、分解生成物

による地下水汚染が考えられることから、

生物学的に分解する方法その他の方法に

あっては２年間目標地下水濃度を超えな

い状態が継続すること、化学的に分解した

場合にあっては１回の確認とすることが

できることとしました。 

汚染除去等計画への記載事項のうち、

十二に規定される「汚染土壌を使用する

場合」の範囲は、法第９条第１項第１号に

規定する「実施措置として行う行為」の範

囲で認めるものと考えてよいか。 

1 

御意見の汚染土壌を使用する場合につ

いては、実施措置の一環として行うもので

あるため、法第９条第１項第１号の要措置

区域内における土地の形質の変更の例外

となる行為に該当します。 

「目標土壌溶出量」、「評価地点」及び

「目標地下水濃度」を新たに導入するこ

ととなった理由は、人へのリスクの観点

や措置実施者への過大な負担を避けるた

め、措置にあたっては必ずしも土壌溶出

量基準及び地下水基準への適合を求める

必要がないためといった理解でよいか。 

1 

現行の制度では要措置区域にある地下

水の下流側の当該土地の周縁に設置した

観測井にて、地下水基準適合までの措置を

求められていることから、人の健康へのリ

スクを考慮すると、評価地点で地下水基準

に適合となるように設定することにより、

適切なリスク管理がされるものと考えて

おります。 

目標土壌溶出量、目標地下水濃度なら

びに評価地点の設定の考え方、具体的な

設定方法、設定事例、この計算を実施する

者を示していただきたい。 

5 

目標土壌溶出量、目標地下水濃度ならび

に評価地点の設定の考え方等については、

通知等でお示しします。これらの計算を実

施する者は、土地の所有者等になります。 

別表３の五の項第一号の措置の実施方

法の「ロ」について、揚水した地下水を地

下水基準未満（又は特定有害物質が含ま

れない）に浄化処理したうえで、地下水量

の保全を図る目的で地中に還元すること

は可能か。 

1 

御意見の点は現行の別表六の四の項下

欄ロと同様の運用になります。 

溶出量が「目標土壌溶出量」不適合であ

る区画は要措置区域に、「目標土壌溶出

量」適合だが「溶出量基準」不適合の区画

は形質変更時要届出区域に指定されると

1 

要措置区域は法第６条、形質変更時要届

出区域は法第 11条により指定されます。

目標土壌溶出量は、措置が完了する条件の

一つになり、目標土壌溶出量を算出するの



理解するがよいか。 は、除去等計画作成時になります。 

土壌汚染除去等計画及び形質変更時要

届出区域における土地の形質変更の届出

の記載項目のうち、「施行中に地下水汚染

の拡大が確認された場合における対応方

法」及び「事故、災害その他緊急事態が発

生した場合における対応方法」について、

事前の計画が不可能である。想定される

対応方法の記載の程度について、明記頂

きたい。 

1 

地下水汚染の拡大とは、共通する初期対

応として速やかに工事を停止し、原因究明

や汚染が拡散した範囲の把握を行い、それ

らの結果を都道府県に報告することを考

えます。また、事故、災害その他緊急事態

が発生した場合における対応方法につき

ましては、緊急時の連絡体制等を記載する

等が考えられます。 

ボーリング孔を通じた汚染物質の流出

をしないような措置の方法については、

掘削終了後にモルタル充填等によって遮

水層を回復することができるため、一般

的なボーリング調査を適用してもよい

か。 

1 

何が一般的なボーリング調査か定かで

はありませんが、ボーリングによる汚染の

拡散を防ぐためにボーリング孔に基準不

適合土壌又は特定有害物質がボーリング

孔を通じて流出しないための措置を講じ

る必要があります。 

別表１の三の項によると、第二種特定

有害物質は、第二溶出量基準に適合せず、

地下水汚染が生じている場合でも、原位

置封じ込め措置が指示措置として適用可

能とされている。一方、別表２の三の項に

よると、原位置封じ込め措置の場合の記

載事項として、第二溶出量基準に適合す

る状態となったことを確認した結果を記

載するように明示されている。整合が取

れていないのではないか。 

1 

第二種特定有害物質で第二溶出量基準

に適合しない土壌を、原位置封じ込めや遮

水工封じ込めを行うことは適当でないの

で、措置において第二溶出量基準に適合し

ない土壌は第二溶出量基準に適合するこ

ととしております。 

地下水の水質の測定措置による措置の

完了が規定されているが、措置を完了し

た後に、地下水位等が変化し、地下水汚染

が新たに生じる可能性があるのではない

か。 

1 

地下水汚染が新たに生じる可能性があ

る場合は、措置は完了できないものと考え

ます。 

地下水の水質測定措置の完了の際に求

められる、「地下水基準を超えるおそれが

ない」とは、具体的にどのような状況をい

うのか。 
1 

地下水基準に不適合又は目標地下水濃

度を超えるおそれがないこととは、地下水

濃度が上昇傾向にないことや高止まりし

ていないなど、その傾向から推測すると今

後地下水基準又は目標地下水濃度を超え

るおそれがない場合のことです。 

汚染除去等計画記載事項で土壌溶出量

基準に適合しない汚染状態にある土壌が

帯水層に接する場合にあっては、当該土

壌の飛散等を防止するために講ずる措置

とあるが、この場合は、土壌の飛散等が対

象ではなく、「地下への浸透又は地下水汚

染の拡大を防止するために講ずる措置」

である。 

2 

御意見を踏まえ、修正します。 

実施措置の技術的基準のうち、土壌溶 1 御意見を踏まえ、修正します。 



出量に適合しない汚染状態にある土壌が

帯水層に接する場合にあっては、土地の

形質の変更を行うことにより、当該土壌

の飛散等を防止するための措置を講じる

とあるが、土壌の飛散等が対象ではなく、

「地下への浸透又は地下水汚染の拡大を

防止するために講ずる措置」である。 

別表２の汚染除去等計画の軽微な変更

の対象となる事項において例えば、第三

項の右欄イにあるような「…となること

を確認した結果が汚染除去等計画に記載

されている方法への変更」について、汚染

除去等計画の代替方法へ変更しても、変

更後の届出は不要という意味か。 

1 

汚染除去等計画に記載された方法の内

容で、確認された結果の範囲内での変更の

ことを想定しています。 

別表３の三の項のニの（１）に示された

試料採取地点はイの方法で把握した第二

溶出量基準不適合土壌のある範囲は確認

したことにならない。本来、イの方法で把

握した第二溶出量基準不適合土壌のある

範囲について、ハにより第二溶出量基準

に適合する汚染状態にしたことを確認す

るのではないか。 

1 

三の項のニの本文に「第二溶出量基準に

適合しない汚染状態にある範囲について、

次のいずれかの方法により第二溶出量基

準に適合する汚染状態にあることを確認

すること。」とあり、その方法として、深

さ 1 メートルから第二溶出量基準に適合

しない汚染状態にある深さまで 1 メート

ルごとと規定しております。よって、第二

溶出量基準に不適合であった範囲を測定

することになります。 

別表３の三の項、六の項において「当該

土壌に含まれる特定有害物質の量を第六

条第二項第二号の環境大臣が定める方

法」とあるが、溶出量基準に適合しない土

壌の特定有害物質の量を測定するため、

第六条第三項第四号の環境大臣が定める

方法で測定するのではないか。 

1 

御意見を踏まえ、修正します。 

法第７条第９項の報告で、措置の現場

工事が完了した時点での報告を求めてい

るが、業務を合理化する意味では、正式な

報告書は、全ての工事が完了した時期の

みの報告に統合するべきである。 1 

汚染の除去等の措置のうち、汚染の除去

等を行うための工事と当該工事の効果を

確認するために実施する一定期間の地下

水モニタリングから成り立っているもの

については、工事が不適正であった場合に

有効な是正を適時にできるように、当該工

事が完了した時点と、地下水モニタリング

まで完了した時点の２段階の報告時点を

規定することとしました。 

深さの限定を行い、試料採取等を行わ

なかった土壌について、汚染の除去等の

措置を講ずる場合とあるが、区域指定さ

れているため、試料採取等を行わなかっ

た単位区画ではないか。 

1 

深さの限定を行った場合、措置の実施に

当たっては土壌汚染状況調査に準じた方

法により当該土壌の特定有害物質による

汚染状態を明らかにした調査を行うこと

としました。 

地下水位はどのような措置でも測定し 1 地下水位に関しては、土壌溶出量基準不



なければならないのか。 適合土壌に対する措置を実施する際の土

地の形質の変更が帯水層に接するか否か

の判断する際の情報となるものです。 

別表１に記載されている目標地下水濃

度に適しているかどうかの判断基準は示

されるのか。 

1 

従来の地下水汚染の有無を確認する方

法と同様の方法を想定しています。 

 

（２）形質変更時要届出区域（臨海部特例区域を除く。） 

意見の概要 件数 意見に対する考え方 

自然由来等形質変更時要届出区域間の

自然由来等土壌の移動又は飛び地間の汚

染土壌の移動において、その土壌を用い

た土地の形質の変更を当該土壌が搬入さ

れた日から 60 日以内に終了することは工

事の利便性を損なうため、使用期限を定

めないでもらいたい（延ばしてほしい）。 

3 

自然由来等形質変更時要届出区域間の

自然由来等土壌の移動又は飛び地間の汚

染土壌の移動において運搬される土壌は

汚染土壌であり、搬入後土地の形質の変更

に使用されないまま長期間仮置きされる

状態は望ましくないことから、搬入された

土壌は一定の期間内に土地の形質の変更

に使用する必要があると考えます。 

届出を要しない通常の管理行為、軽易

な行為その他の行為に「別表３の土壌汚

染の状況その他必要な情報を把握するた

めの土壌の採取及び測定に準じた方法に

より行うボーリング又は観測井を設ける

ためのボーリング」を追加するとのこと

であるが、これらの形質変更にかかる確

認の申請も不要にして頂きたい。 

1 

形質変更時要届出区域内のおける土地

の形質の変更の例外として土壌汚染の状

況その他必要な情報を把握するためのも

の又は観測井を設けるためのボーリング

については、確認の申請は不要です。 

法第 12 条第２項の届出書に記載する事

項に「土地の形質の変更の施行中に地下

水汚染の拡大が確認された場合の対応方

法」を追加するとのことであるが、地下水

汚染の拡大の定義と、想定している対応

の範囲と対応方法を教えていただきた

い。 

1 

地下水汚染の拡大とは、共通する初期対

応として速やかに工事を停止し、原因究明

や汚染が拡散した範囲の把握を行い、それ

らの結果を都道府県に報告することを考

えます。また、事故、災害その他緊急事態

が発生した場合における対応方法につき

ましては、緊急時の連絡体制等を記載する

等が考えられます。 

規則第 50 条第１項第１号への追加のう

ち、一の搬出側の規制について、「使用す

るもの」が明確でない。自然由来等土壌の

文言を含めるのが適当ではないか。 

1 

御意見を踏まえ、修正します。 

規則第 50 条第１項第１号への追加のう

ち、二の内容について、「届出をする土地」

が明確でない。前段には「自然由来等形質

変更時要届出区域内」、後段には「形質変

更時要届出区域内」の文言を含めるのが

適当ではないか。 

1 

法第 12 条本文に規定のとおりになりま

す。 

一の土壌汚染状況調査の結果に基づき

指定された区域間における汚染土壌の使
1 

汚染土壌を土地の形質の変更に用いる

ことを言います。 



用について、可能とする汚染土壌の「使

用」の内容を、具体的に示していただきた

い。 

土地の形質の変更をしようとする形質

変更時要届出区域の土壌の特定有害物質

の汚染状態を把握した場合とあるが、把

握しなければならない場合はどのような

場合か。Ⅱ.２（２）①一に示されている

深さ限定のケースでは、試料採取等は必

須であり、行わない場合は汚染されてい

るものとして取り扱う必要があると考え

る。 

2 

土地の形質の変更を行おうとする者が、

別表３の二の項から四の項まで、六の項か

ら八の項まで若しくは十一の項に規定す

るボーリングによる土壌の採取及びそれ

と同等な方法により形質変更の範囲の土

壌の汚染状態を把握した場合には、当該結

果を添付できるものとしております。ま

た、土壌汚染状況調査において深さの限定

を行い、試料採取等を行わなかった土壌に

ついて土地の形質の変更をしようとする

場合は土壌汚染状況調査に準じた方法に

よる調査は必ず行う必要があります。 

ボーリング孔に基準不適合土壌又は特

定有害物質がボーリング孔を通じて流出

しないための措置とあるが、文章がわか

りにくいので、「ボーリング孔に基準不適

合土壌又は特定有害物質が侵入し、ボー

リング孔を通じて流出しないための措

置」とすべきである。 

1 

御意見を踏まえ、修正します。 

Ⅱ.２.（２）②一における「土地の形質

の変更」とは、汚染状態が土壌含有量基準

不適合である土地における、形質の変更

も含むか。 

1 

土地の形質の変更とは土壌溶出量基準

ないし土壌含有量基準に限定するもので

はありません。 

Ⅱ.２.（２）②一における「地下水汚染

の拡大が確認された」とは、当該区域の指

定を受けた特定有害物質に対してと考え

てよいか。 
1 

当該区域指定の対象となった特定有害

物質として差し支えありません。ただし、

地下水の水質を監視して施行する場合、他

に測定することが望ましいと思われる特

定有害物質の測定について妨げるもので

はありません。 

同時に区域指定された飛び地の形質変

更時要届出区域の間での土壌の移動で

も、搬出元と搬入先の双方で土地の形質

の変更の届出を要すると解釈される。自

ら使用する飛び地間の土壌のやり取りは

一本化してもよいのではないか。 

1 

法第 12 条第１項の土地の形質の変更の

届出が必要と考えます。 

土地の形質の変更に当たり、土壌溶出

量基準に適合しない汚染状態にある土壌

が形質変更時要届出区域内の帯水層に接

する場合の環境大臣が定める施行方法

で、大深度杭等の施行を行う際は、複数の

帯水層に接する可能性がある。汚染拡散

の防止措置としては、従来工法で実現可

能な範囲に留めて欲しい。 

1 

土壌溶出量基準に適合しない汚染状態

にある土壌が要措置区域内の帯水層に接

する場合における土地の形質の変更の施

行方法の基準については告示において汚

染の拡散を引き起こさないために必要な

方法を定めます。 



Ⅱ.２（２）①において、図面を添付す

ることができるという規定があるが、深

さの限定を行うことができたが、しなか

った場合に深度方向の調査結果を添付す

ることを言っているのか。 

1 

御意見の規定は、土地の形質の変更を行

う者が、別表３の二の項から四の項まで、

六の項から八の項まで若しくは十一の項

に規定するボーリングによる土壌の採取

及びそれと同等な方法により形質の変更

の範囲の土壌の汚染状態を把握した場合

のことになります。 

Ⅱ.２（２）①一に記載がある、土壌汚

染状況調査において深さの限定を行い、

試料採取等を行わなかった土壌について

土地の形質の変更をしようとする場合、

再度深度調査を行わなければならないと

解するが、図面を添付するだけで調査を

行う必要があるということを示している

のか。 

1 

御意見の場合について、形質変更時要届

出区域内における土地の形質の変更の届

出において、「土壌その他の試料採取を行

った地点及び日時、当該試料の分析の結果

並びに当該分析を行った計量法第 107 条

の登録を受けた者の氏名又は名称その他

の調査の結果に関する事項」を記載するこ

ととしており、当該調査を行う必要がある

と考えます。 

Ⅱ.２（２）①改正前の詳細調査は任意

で深度方向の絞込みを行うものであった

が、改正法では必須のものになったと解

してよいか。 
1 

形質変更時要届出区域において、詳細調

査等の措置を義務づける規定はありませ

んが、形質変更時要届出区域の指定を解除

する場合等においては、原則として、要措

置区域における規定に準じて実施するも

のと考えます。 

Ⅱ.２（２）①一において、この追加の

深度調査により、新たな項目の汚染が確

認された場合、この法第 12 条届出に添付

された土壌汚染状況調査に準じた方法に

より調査した結果をもって、区域指定の

手続を行うことができると解してよい

か。 

1 

御意見の調査結果をもって、台帳の記載

事項の変更は行うことができると考えら

れますが、区域指定の手続きは法第 14 条

第１項の申請により行われるものとなり

ます。 

Ⅱ.２（２）①において、準じた方法か

どうかの判断基準はどのように考えれば

よいか。また、それらを含めた判断をする

ために土地の形質の変更の着手まで 14 日

しか期間がないのは、短いと考えられる。 

1 

土壌汚染状況調査に準じた方法とは、規

則第３条から第 15 条に規定された方法に

準じたものを想定しております。なお、本

届出については、届出前に土地の所有者等

と事前に相談等を行うことが望ましいと

考えます。 

Ⅱ.２（２）②において土地の形質の変

更の施行中に地下水汚染の拡大が確認さ

れた場合における対応方法とあるが、帯

水層に接しない施行方法の場合は、地下

水汚染の有無の確認を行う必要が無いと

いうことでよいか。 

1 

地下水汚染が確認されたとしても帯水

層に接しない施行方法であるため、当該施

行方法に起因した地下水汚染の有無の確

認の必要はありません。 

法第 18 条第１項第２号に規定する運搬

を行う場合は、搬出側は法第 16 条第１項

の搬出届を提出し、受入側は法第 12 条第

１項の形質変更の届出を提出することで

よいか。 

1 

法第 18 条第１項第２号に規定する搬出

を行う場合は、搬出側においては法第 16

条第１項の搬出届に加えて、法第 12 条第

１項の届出を提出する必要があり、受入側

においては法第 12 条第１項の届出を提出



する必要があります。 

法第 18 条第１項第２号に規定する運搬

を行う場合は、受入側は盛土のみの場合

法第 12 条第１項に規定する土地の形質の

変更の届出は不要か。 1 

２．（２）③にお示ししたとおり、自然

由来等形質変更時要届出区域間の自然由

来等土壌の移動に係る土地の形質の変更

については、搬出側、受入側ともに土地の

形質の変更の届出を要しない行為に該当

しないため、届出を提出する必要がありま

す。 

自然由来等形質変更時要届出区域間の

自然由来等土壌の移動又は飛び地間の汚

染土壌の移動において、その土壌を用い

た土地の形質の変更を当該土壌が搬入さ

れた日から 60 日以内に終了したことをど

のように確認するのか。 

1 

管理票が交付されている場合は引き渡

し年月日の記録欄と処理完了年月日の記

録欄で確認が可能です。自ら運搬し、自ら

処理する場合は管理票が交付されないた

め、引き渡しの実際の日付は確認できない

ものの、土地の形質の変更の完了日は台帳

に記載されるため、事後的に確認できると

考えています。 

形質変更時要届出区域における土壌汚

染の除去（掘削除去）の場合、区域指定の

解除に係る要件である目標地下水濃度と

は現行の土壌汚染対策法の地下水基準を

指すとの解釈で良いでしょうか。 

1 

形質変更時要届出区域の解除に係る要

件は、現行の土壌汚染対策法のとおりとな

ります。 

一の土壌汚染状況調査の結果に基づき

指定された複数の形質変更時要届出区域

の間で土壌の移動がある場合（飛び地間

の土壌の移動）、法第 16条届出や管理票は

不要ではないか。 

1 

飛び地間の土壌の移動は、要措置区域等

外へ汚染土壌を搬出することになるため、

法第 16 条第１項の搬出の届出を行い、運

搬基準を遵守するとともに、その運搬を他

者に委託する場合は管理票の交付等を行

うことが必要と考えます。 

 

（３）臨海部特例区域（形質変更時要届出区域であって、法第 12 条第１項第１号

の確認を受けた土地の形質の変更の施行及び管理に関する方針の確認に係る

土地の区域） 

意見の概要 件数 意見に対する考え方 

⑩の届出書の記載事項については、臨

海部特例区域の所在地、施行管理方針の

確認に係る土地の土壌の特定有害物質に

よる汚染状態が人為等に由来することが

確認又は土地の形質の変更の施行中に基

準不適合土壌若しくは特定有害物質の飛

散等若しくは地下への浸透又は地下水汚

染の拡大が確認された場所やこれらが確

認された特定有害物質の種類及び把握し

た日を追加すべき。 

1 

御意見を踏まえ、追加します。 

⑫に記載された届出書の記載事項につ

いて、臨海部特例区域の所在地、施行管理

方針を廃止する場所、施行管理方針の確

1 

御意見を踏まえ、追加します。 



認を受けた日、施行管理方針の廃止予定

日、施行管理方針の廃止の理由、施行管理

方針の廃止に係る土地の土壌の特定有害

物質による汚染状態、人為等に由来する

汚染のおそれのある場合にあっては当該

特定有害物質の種類を追加すべき。 

臨海部特例区域であっても、自然由来

等形質変更時要届出区域から搬出された

自然由来等土壌を使用する場合は法第 12

条第１項の届出（事前届出）は必要ではな

く、法第 12 条第４項の届出（事後届出）

のみを行えばよいと解釈すべきか。 

1 

御意見のとおりです。 

人為等による汚染のおそれの少ない土

壌も存在している場合があることから、

臨海部特例区域内の土地の全部又は一部

が自然由来等形質変更時要届出区域にな

ることはないことを示すべきである。 

2 

臨海部特例区域には、人為等による汚染

のおそれのない土地も存在している場合

があることから、自然由来等形質変更時要

届出区域の要件に該当する土地も存在す

ることと考えられます。 

現行の記載では、臨海部特例区域は同

質でない自然由来等形質変更時要届出区

域の土壌でも移動可能の様な誤解を受け

るので、「同一港湾内における」等の表現

が必要ではないか。 

1 

臨海部特例区域においても自然由来等

形質変更時要届出区域に該当する土地は

あるものと想定されますが、区域間の移動

については、Ⅱ.３.（３）の要件を満たす

必要があります。 

土地の形質の変更の施行に関する方針

の基準には、「当該土地の土壌の第一種特

定有害物質、第三種特定有害物質…第二

溶出量基準に適合するもの」との条件が

付記されているが、臨海部特例区域の土

地の要件には同様の条件が記されていな

い。この条件に該当しない土地は臨海部

特例区域になれないと解釈すべきか。 

1 

２．（３）③表は、左欄及び中欄に掲げ

る土地の区分に応じ、それぞれ同表右欄に

掲げる施行方法の基準を示したものとな

ります。御意見の条件に該当しない場合

は、同表の他の項に該当するものと考えま

す。 

「施行管理方針の確認に係る土地の区

域内の土壌の移動又は区域外からの土壌

の搬入又は区域外への土壌の搬出の有無

…に関する事項を記載することができ

る」とあるが、これらの土壌の移動等は法

第 12条第１項第２号に該当すると解釈す

べきか。 

1 

施行管理方針の確認に係る土地の区域

内の土壌の移動又は区域外からの土壌の

搬入又は区域外への土壌の搬出に伴う土

地の形質の変更については、必ずしも御意

見にあるような軽微な行為等に該当する

ものではありません。 

汚染土壌の飛び地間移動を利用して、

臨海部特例区域間で土壌を移動した場

合、人為由来汚染が特定された場合につ

いては、当該箇所を臨海部特例区域から

除外することになるのか。 

1 

臨海部特例区域において人為等由来の

汚染が確認された場合は、２.（３）⑩の

届出を行うこととなり、施行管理方針の廃

止又は取り消しを受けることとなります。 

臨海部特例区域の場合、１年ごとに１

年間に行われた土地の形質の変更を事後

届出することになることから、専ら自然

由来又は専ら水面埋立て用土砂由来の基

1 

御意見を踏まえ、土地の区分及び土地の

区分に応じた施行方法について変更をし

ようとするときは、あらかじめ都道府県知

事に届け出ることとしました。また、Ⅱ.



準不適合土壌のみが存在していることを

都道府県知事が確認できない期間が存在

することを示すべきである。 

２.（３）⑩において、人為等の由来する

汚染が確認された場合は都道府県知事へ

届け出ることとしています。このため、都

道府県知事が確認できることとなってい

ます。 

法第 12 条第１項第１号の確認のため

に、土地利用の変遷を調べる必要がある

ことから、申請の際に必要な事項として

地歴調査を追加する必要がある。 
1 

法第 12 条第１項第１号の確認は、既に

形質変更時要届出区域に指定されている

ことが前提となります。当該区域指定に係

る土壌汚染状況調査結果に地歴調査は含

まれますが、当該区域指定後の地歴に関し

ては、必要に応じてⅡ.２.（３）①七にお

いて、都道府県知事が必要と認める事項と

して申請者に求めることが考えられます。 

臨海部特例区域内において、人為等に

由来する汚染状態が確認された場合や、

土地の形質の変更の施行中に基準不適合

土壌若しくは特定有害物質の飛散等が確

認された場合の届出は、１年ごとの事後

届出と同時に行うことになるのか。 

1 

人為等の由来する汚染等が確認された

場合等にあっては、その都度都道府県知事

へ届け出る必要があります。 

臨海部特例区域内において特定有害物

質の使用履歴が確認された場合は、特例

区域の指定が取り消されるか。 

1 

Ⅱ.２.（３）⑬の要件に該当している場

合は取り消されることとなります。 

⑤一のニ、二のロには人為等由来の汚

染のおそれ等の要件として 3 つ併記され

ていると読めるが、いずれかの要件を満

たせばよいと考えてよいか。その場合、２

番目の要件に「人為由来のおそれが少な

い土地の区分に分類した土地」との記述

あるが、人為由来を排除している文章の

中であるため、違和感がある。 

1 

Ⅱ.２.（３）⑤一のニ、二のロに記載の

ある人為等由来の汚染のおそれ等の要件

に関しては、人為等由来の汚染のおそれが

元々ない敷地の土地か、人為等由来の汚染

のおそれのある敷地の土地の一部であっ

て汚染のおそれの区分のうち、汚染のおそ

れがない土地、汚染のおそれが少ない土地

に分類される土地のいずれかの土地及び

試料採取等の結果、人為由来の汚染が確認

されなかった土地のいずれかという意味

の要件です。 

人為等に由来することが確認された場

合における対応方法とあるが、これは該

当箇所の土壌汚染の除去等を行うことに

よって、臨海部特例区域を維持するとい

ったことが想定されているか。 

1 

御意見のような内容も想定されますが、

必ずしも臨海部特例区域を維持するもの

とはならないと考えます。 

土地の形質の変更の施行中の基準不適

合土壌若しくは特定有害物質の飛散等若

しくは～とあるが、これは地下水汚染の

拡大を防止するために実施した措置の内

容であるため、先の基準不適合土壌とは

土壌溶出量基準不適合の場合のみと解釈

してよいか。 

1 

基準不適合土壌は、土壌溶出量基準に適

合しない土壌のほか、土壌含有量基準に適

合しない土壌も含みます。 

深さ限定の土壌汚染状況調査を行い、 1 土壌汚染状況調査の結果、形質変更時要



臨海部特例区域に指定されることはある

のか。通常の土壌汚染状況調査を実施し

た場合のことも記載すべきではないか。

そもそも人為的原因が確認されても、試

料採取等調査を実施せずに形質変更時要

届出区域から臨海部特例区域になるた

め、このようなことはないのではないか。 

届出区域に指定され、施行管理方針が基準

に適合するものとして確認を受ければ、臨

海部特例区域になります。なお、御意見に

あるような人為等由来による汚染が確認

された場合には、確認の要件を満たされな

いものと考えられます。 

⑤臨海部特例区域に係る要件におい

て、人為等に由来するおそれが少ない土

地を残した意図は何か。外すべきではな

いか。 
1 

工業専用地域においては、工場が立地し

ていることから土壌汚染の可能性はある

ものの、臨海部にあっては一般の居住者に

よる地下水の飲用及び土壌の直接摂取に

よる健康リスクは低いと考えられ、人為等

による汚染が確認されていない限り、人為

等に由来するおそれが少ない土地も含め

ることが適当と考えます。 

⑥地下水の飲用がない土地で、土地の

土壌の特定有害物質による汚染状態が専

ら自然に由来するものとして法第 12条第

１項第１号ロの環境省令で定める要件に

該当していた場合、同様に土地の形質の

変更の届出の例外と判断することはでき

ないか。 

1 

御意見で想定されている条件がわかり

ませんが、臨海部特例区域については、法

第 12 条第１項第１号の確認を受けた場合

に限り、法第 12条第１項の土地の形質の

変更の届出の特例の対象となります。 

⑦施行管理方針の中で、搬出元や搬出

先を示させるべきではないか。 

1 

Ⅱ.２.（２）⑦の事項は事後届出する項

目を列挙しています。施行管理方針作成の

際には、必ずしも形質の変更の具体的内容

が決定しているとは限らないため、施行管

理方針の中に搬出元、搬出先を示すことは

できないと考えます。 

⑦この段階で具体的な方法が決定して

いないケースが十分に考えられるが、決

定した時点で遅滞なく変更届出を提出す

ることで対応する必要があるのか。 

1 

Ⅱ.２.（２）⑦の事項は１年ごとに行わ

れる事後届出する項目を列挙しておりま

す。 

⑧できる規定ではなく、添付させるべ

きではないか。 

1 

区域内の土壌の移動について管理し、当

該図面を⑦の届出書に添付していた場合

には、施行管理方針廃止時における追完調

査において、土地の履歴に基づいた当該土

地の土壌の汚染状態を把握できるという

ものであり、添付は義務ではなく、「でき

る」とすることが適当であると考えます。

なお、当該図面を添付していなかった場合

には、区域内の土壌の移動があったことを

前提に、区域内の汚染状態を把握するもの

と考えます。 

⑩措置の命令規定がないため、措置を

行わない場合が想定されないか。その際

は確認の取消しを行うのみでよいのか。

1 

措置を行わない場合は施行管理方針の

確認の取消しを行うこととなります。措置

の実施に関しては、行政指導で実施してい



措置を行わない又は不十分な場合は適正

な措置を行わせるべきであると考える

が、それは自治体判断の行政指導で対応

すべきなのか。 

くことになると考えます。 

 

（４）指定の申請 

意見の概要 件数 意見に対する考え方 

規則第 56条に規定される「申請に係る

土地の土壌の特定有害物質による汚染状

態を明らかにした図面」の具体的な例を

提示してほしい。 

1 

ガイドラインにおいて必要な説明等を

示すこととします。 

将来的に法第４条届出を控えた法第 14

条申請の場合、土壌汚染状況調査の試料

採取対象範囲を最大形質変更深さより１

メートル深い位置までとすべきではない

か。地歴調査は試料採取の対象としなか

った範囲も含む。 

1 

法第 14 条申請に係る調査では、土地の

形質の変更を前提とした調査ではないた

め、深さを限定した調査を認めないことが

適当であると考えます。 

 

（５）台帳 

意見の概要 件数 意見に対する考え方 

規則第 58条において、汚染除去等の措

置の実施場所及び施行方法を明らかにし

た図面とあわせて、汚染除去等計画の提

出に伴う実施状況についても追記頂きた

い。 

1 

御意見については、今後の制度検討の際

の参考とさせていただきます。 

自治体により台帳の記載方法に差異が

生じると考えられることから、台帳の様

式を統一する等、分かりやすく提示して

ほしい。地方自治体のホームページ上に

おいても、改正で記載することとなる事

項を掲載することを要望する。 

1 

台帳のうち、帳簿については規則におい

て、様式を定めています。図面については、

統一的なフォーマットを提示することは

困難であるため、届出者にて作成いただく

ものと考えています。自治体ホームページ

への掲載については、自治体において判断

されるべきものと考えます。 

台帳は、土壌汚染状況調査における深

さの限定に関する項目を加えた、新たな

様式となるのか。 

1 

御意見のとおり土壌汚染状況調査にお

いて最大形質変更深さより１メートルを

超える深さの位置について試料採取等の

対象としなかった場合はその旨、当該試料

採取等の対象としなかった深さの位置及

び当該深さの位置の土壌の汚染状態が土

壌溶出量基準又は土壌含有量基準に適合

していないおそれがある特定有害物質の

種類に関する項目を新設することとしま

す。 

試料採取等において深さの限定を行

い、基準適合であった土地について、地歴

調査で把握された汚染のおそれが調査さ

1 

台帳において、土壌汚染状況調査におい

て最大形質変更深さより１メートルを超

える深さの位置について試料採取等の対



れずに残っている場合には、土壌汚染の

おそれのある土地であることから、土壌

汚染のない土地という評価ではなく、試

料採取等の結果が基準に適合していた土

地でしかないことがわかる仕組みを作る

べきである。 

象としなかった場合はその旨、当該試料採

取等の対象としなかった深さの位置及び

当該深さの位置の土壌の汚染状態が土壌

溶出量基準又は土壌含有量基準に適合し

ていないおそれがある特定有害物質の種

類に関する項目を新設することとし、土壌

汚染状況調査において深さの限定を行っ

た土地を明らかにしています。 

地表では汚染のおそれがなく、地下配

管の深度以深で不適合が検出され区域指

定された土地においては、深度方向の汚

染分布を台帳に記録できる制度を導入す

べきである。 

1 

Ⅱ.２.（５）⑥一及び⑦で示したとおり、

台帳に土壌汚染状況調査において要措置

区域等内の土地の土壌の特定有害物質に

よる汚染状態を明らかにした図面及び図

面に係る土壌の汚染状態を明らかにした

調査の結果を追加することとします。 

⑥ここでいう、試料採取等を行わなか

った単位区画とは、深さの限定により試

料採取等を行わなかった区画を図面によ

り明示するということか。汚染のおそれ

がないため試料採取等を行わなかった区

画はこれまでどおり記載する必要が無い

と考えてよいか。 

1 

御意見のとおりです。 

埋立地特例区域について、昭和 52 年３

月 15日より前に埋立てが開始された公有

水面埋立地について、「特定有害物質によ

る汚染状態が土壌溶出量基準又は土壌含

有量基準に適合せず、かつ、第二溶出量基

準に適合するもの」ではなく、「第二種特

定有害物質（シアン化合物を除く）であ

り、第二溶出量基準に適合するもの」に限

定されるのはなぜか。 

1 

昭和 52 年３月 15 日より前に埋立てが

開始された公有水面埋立地については、自

然由来による土壌汚染と同等程度である

ことが適当と考えられるため、そのような

規定としたものです。 

 

３．汚染土壌の搬出等に関する規制 

（１）認定調査 

意見の概要 件数 意見に対する考え方 

④三に記載された「＜別表３＞の六の

項に規定する土壌の目標土壌溶出量を超

える汚染状態にある土壌又は土壌含有量

基準に適合しない汚染状態にある土壌を

当該要措置区域内に設置した施設におい

て浄化したもので埋め戻す場合当該埋め

戻した土壌」は、目標土壌溶出量を超えな

い汚染状態であることは担保できるが、

基準適合土壌として扱うことはできない

のではないか。 

2 

御意見を踏まえ、「目標土壌溶出量を超

える汚染状態又は土壌含有量基準に適合

しない汚染状態にある土壌を当該要措置

区域等内に設置した施設において浄化し、

当該浄化した土壌（当該土壌の特定有害物

質による汚染状態が土壌溶出量基準及び

土壌含有量基準に適合することを確認し

た場合に限る。）で埋め戻した場合であり、

かつ、当該埋め戻した土壌が適切に管理さ

れている場合」における当該埋め戻した土

壌について、土壌の採取を行わずに認定済



土壌と扱うことができることとする旨の

修正をすることとします。 

土壌の認定に係る申請書には、認定を

受けた土壌の搬出予定年月日、搬出完了

予定年月日を記載するべきである。 

1 

認定調査は法第 16 条第１項に基づく汚

染土壌の搬出の際に、例外的に法の規制を

受けない土壌を認定するための調査であ

り、当該土壌は認定済土壌としての搬出が

可能です。当該搬出を行う期間については

個別事案により異なり、また認定の有効期

間を定めているものではないことから、搬

出予定年月日、搬出完了予定年月日を記載

する規定を設けることは適当ではないと

考えます。 

都道府県の認定に係る通知の有効期限

を規定すべき。都道府県の認定から時間

が経過するにつれて再度土壌が汚染され

るリスクが高まるが、認定土壌を速やか

に搬出しない者が存在し、対応に苦慮し

ている。 

1 

認定調査において、搬出を行う期間につ

いては個別事案により異なり、また認定の

有効期間を定めているものではないこと

から、搬出予定年月日、搬出完了予定年月

日を記載する規定を設けることは適当で

はないと考えますが、御意見のようなケー

スにおいては運用において必要な指導を

行っていただくことが適当と考えます。 

掘削後調査において、１ｍごとの土壌

掘削とそのロット管理は施工管理業務が

多大になる。単位区画ごとに掘削した土

壌を 100 m3ごとに区分しロット管理する

程度にして欲しい。 

1 

１つの単位区画であっても、深度方向に

汚染の状況が変わりうることから、ロット

の管理については、現行の掘削後調査の方

法と同様の方法が適当であると考えます。 

②次の一又は二に掲げる区分に応じ、

当該一又は二に定める掘削対象単位区画

について、試料採取等の対象とすること

とするとあるが、区域指定が既にされて

いることから、新たに区画することはな

いのではないか。 

1 

区画の方法については、現行の土壌汚染

対策法施行規則第 59 条第２項第３号の方

法から変更ありません。 

申請に係る都道府県の認定通知書の様

式を定めるべき。 
1 

御意見については、今後の制度検討の際

の参考とさせていただきます。 

掘削対象地を含む要措置区域等の指定

後に当該要措置区域等に土壌が搬入され

た場合の届出について、届出書の様式及

び添付する図面等についても規定すべき

である。 

1 

Ⅱ.３.（１）①三イに示したとおり、要

措置区域等外から土壌が搬入された場合

における届出書を定めるとともに、搬入さ

れた土壌の場所を明らかにした図面を添

付することとします。なお、届出書につい

ては規則において様式を示します。 

形質変更時要届出区域に土壌の搬入が

ある場合には区域指定時の汚染状態が維

持されていないと考えられるため、土壌

が搬入された場合の届出のような情報も

添付して法第 12 条の届出の対象とするべ

き。 

1 

形質変更時要届出区域等外から土壌が

搬入された場合において、搬入された土壌

の場所を明らかにした図面を添付して当

該形質変更時要届出区域等の指定の日か

ら一年ごとに搬入された土壌に係る届出

を行わないときは、原則として全ての特定

有害物質を試料採取することになります。



なお、法第 12 条の届出は土地の所有者等

の届出の負担等を勘案し、通常の管理行為

及び軽易な行為等を除き、土地の形質の変

更をする者に届出を義務付けており、今回

の改正において、当該通常の管理行為及び

軽易な行為等を改正し、全ての土壌が搬入

される場合を届出の対象とすることは適

当でないと考えます。 

既に基準に適合していることを届け出

ている土壌や、台帳の記載により基準適

合が認められる土壌については、法第 12

条届出書に土地の形質の変更方法を記載

すれば、基準適合の認定の申請も不要に

して頂きたい。 

1 

Ⅱ.３.（１）④に示したとおり、浄化等

済土壌等及び土壌汚染状況調査の結果特

定有害物質による汚染状態が土壌溶出量

基準及び土壌含有量基準に適合するもの

と認められる土壌等がある場合であり、か

つ、当該土壌が適切に管理されているとき

は、土壌の採取を行わずに認定済土壌とす

ることができることとします。一方、認定

調査時地歴調査において、当該土壌が適切

な管理がされていること及び新たな汚染

のおそれの有無等を把握して試料採取等

の要否を判断するため、認定の申請が必要

であると考えます。 

認定調査での指定に係る特定有害物質

の種類とは、物質ではなく溶出量、含有

量、の項目を示すことか。 

1 

指定に係る特定有害物質の種類とは、区

域指定の対象となった政令で規定された

特定有害物質の種類をいいます。 

認定調査において、基準に適合しない

有害物質を含む土壌が要措置区域等に搬

入された場合にも、第三種を除く全ての

特定有害物質が対象となるのか。 

1 

Ⅱ.３.（１）①に示したとおり、要措置

区域等外から土壌が搬入された場合にお

いて、搬入された土壌の場所を明らかにし

た図面を添付して当該要措置区域等の指

定の日から一年ごとに搬入された土壌に

係る届出を行った場合においては、当該搬

入された土壌の特定有害物質による汚染

状態が土壌溶出量基準又は土壌含有量基

準に適合しないと認められる当該特定有

害物質の種類を試料採取等の対象とし、当

該届出を行わなかった場合は、原則として

全ての特定有害物質を試料採取等の対象

とすることとなります。なお、認定調査時

地歴調査において、掘削対象地において土

壌の第三種特定有害物質による汚染状態

が土壌溶出量基準に適合していないおそ

れがないと認められる場合においては当

該第三種特定有害物質を除くこととしま

す。 

指定調査機関が＜別表３＞の二の項か

ら四の項まで、六の項から八の項まで若

しくは十一の項に規定するボーリングに

1 

認定調査時地歴調査において、台帳に記

載された当該ボーリングによる土壌の採

取及び測定その他の方法による調査の結



よる土壌の採取の結果を利用して認定申

請を行う場合の、方法や手順を示してほ

しい。 

果、掘削対象地を含む要措置区域等内の土

地の土壌のうち、特定有害物質による汚染

状態が土壌溶出量基準及び土壌含有量基

準に適合するものと認められる土壌が、新

たな汚染がなく当該土壌が適切に管理さ

れていると認められるときは、当該土壌の

採取を行わずに認定済土壌と扱うことが

できることとなります。 

認定調査における要措置区域等への土

壌の搬入の判断について、１年目に土壌

の搬入を届け出て、その後土壌の搬入が

無いことから届け出が行われなかった場

合、認定調査時の自己申告により、１年目

以降は搬入されていないと認められる

か。もしくは、搬入が無いことを毎年届け

出る必要があるのか。 

2 

土壌の搬入がない場合においても、土壌

の搬入がない旨の届出を行わない場合は、

要措置区域等外から土壌が搬入されたか

どうか明らかでないと認められる場合に

該当し、原則として全ての特定有害物質を

試料採取等の対象とすることとなります。

このため、試料採取等の対象とする特定有

害物質の種類の限定を行うためには、土壌

の搬入がない旨の届出を行う必要があり

ます。 

自然由来の土壌汚染については、土壌

汚染状況調査で把握できた物質以外の物

質による汚染状態が不明なままであるた

め、認定調査では、自然由来の土壌汚染の

おそれのある第二種特定有害物質（シア

ン化合物を除く８物質）は全ての場合に

試料採取等の対象にすべきである。 

1 

第一次答申において自治体アンケート

によれば、認定調査時に区域指定対象物質

以外の物質について基準不適合が判明し

た事例はほとんどないことが示されたこ

とから、認定調査の対象となる特有害物質

の種類は、Ⅱ.３.（１）①で示したとおり

とすることが適当であると考えます。 

水面埋立て用土砂由来の土壌汚染につ

いては、土壌汚染状況調査で把握できた

物質以外の物質による汚染状態が不明な

ままである。特に、浚渫土の場合は、高度

成長期の工場排水に含まれていた有害物

質が含まれている可能性がある。そのた

め、認定調査では、水面埋立て用土砂につ

いては、全ての特定有害物質（26種類）に

ついて試料採取等の対象にすべきであ

る。 

1 

第一次答申において自治体アンケート

によれば、認定調査時に区域指定対象物質

以外の物質について基準不適合が判明し

た事例はほとんどないことが示されたこ

とから、認定調査の対象となる特有害物質

の種類は、Ⅱ.３.（１）①で示したとおり

とすることが適当であると考えます。 

Ⅱ.３．（１）④三に規定している「浄化

したもの」とは、土壌溶出量基準及び土壌

含有量基準に適合していることを確認し

た土壌でよいか。 

1 

御意見のとおりです。 

認定調査の過程において、複数の特定

有害物質の調査を行った場合、基準不適

合となった特定有害物質のみ処理するこ

とができる汚染土壌処理業者へ委託する

ことは可能か。もしくは、対象物質全てを

処理できる業者である必要があるか。 

2 

現行の汚染土壌の搬出等に関する規制

と同様の規制が適用されることとなり、区

域指定対象物質を処理することができる

汚染土壌処理業者へ委託することとなり

ます。認定調査において土壌の区域指定対

象物質以外の特定有害物質の汚染状態が

明らかになった場合にあっては、当該特定



有害物質を処理することができる汚染土

壌処理業者へ委託することが望ましいと

考えます。 

掘削対象地を含む要措置区域等の指定

後に当該要措置区域等に土壌が搬入され

た場合とあるが、これは区域指定された

区画のみを指すということで良いか。 

1 

御意見のとおりです。 

①三ロは全て 30 メートル格子での採取

とするのか。搬入土壌が浄化等済み土壌

や認定土壌であり、その後、人為的汚染が

起こらなかったということが分かってい

る場合も 30メートル格子での採取となる

のか。 1 

Ⅱ.３.（１）②二で示したとおり、①三

ロに掲げる特定有害物質を試料採取等の

対象とする場合は、掘削対象 30 メートル

格子ごとに試料採取等を行うこととなり

ます。また、Ⅱ.３.（１）④一で示したと

おり、浄化等済土壌等であり、かつ、当該

土壌の汚染状態が土壌溶出量基準及び土

壌含有量基準に適合していることを記録

により適切に管理されているときは、土壌

の採取を行わないことができることとし

ます。 

Ⅱ.３．（１）④ニの「土壌の汚染状態が

土壌溶出量基準及び土壌含有量基準に適

合していると認められる土壌」とあるが、

これは分析した結果により各基準に適合

していることを確認した土壌のみを指す

のか、あるいは連続 2深度の基準適合の確

認により最初の基準適合深度以深には基

準不適合は存在しないと判断したものも

含まれるのか。 

1 

調査の結果、要措置区域等内の土地の土

壌のうち、特定有害物質による汚染状態が

土壌溶出量基準及び土壌含有量基準に適

合するものと認められる土壌に限り、未調

査の土壌については含まれません。 

①搬入土についての分析項目は、計量

証明の添付や搬入元により（例えば山土

ならシアンを除く第二種特定有害物質の

み）などを判断すればよいか。また、搬入

の有無が不明な場合は全項目分析である

ということか。 

1 

要措置区域外から搬入された土壌を使

用する場合における当該土壌の特定有害

物質による汚染状態の調査方法を定める

告示においてお示しします。 

④二その他の方法又はこれと同等な方

法は、どのようなものを想定しているか

示されたい。 1 

当該箇所で示したボーリングによる土

壌の採取及び測定（いわゆる詳細調査）と

同等の方法で形質変更時要届出区域内の

汚染状態を調査した結果を想定していま

す。 

区域指定の日から１年ごとに、搬入土

壌の届出の手続き制度を創設するのは、

土地所有者の管理が煩雑な上、土地所有

者等への周知が容易ではない。現行の土

壌汚染対策法第 12 条届出を活用し、搬入

土壌の性状確認の項目を入れた方が良

い。 

1 

法第 12 条の届出は、土地の所有者等の

届出の負担等を勘案し、通常の管理行為及

び軽易な行為等を除いたうえで、土地の形

質の変更をする者に届出を義務付けてい

ます。当該通常の管理行為及び軽易な行為

等を改正し、全ての土壌が搬入される場合

を届出の対象とすることは届出の過大な

負担となり、適当でないと考えます。 



 

（２）汚染土壌の搬出 

意見の概要 件数 意見に対する考え方 

飛び地間移動について、同一の土壌汚

染状況調査に限定せずに、同一敷地内の

形質変更時要届出区域の間で搬出された

汚染土壌を使用できるようにして頂きた

い。 6 

要措置区域等の中には、同一契機で調査

されたにもかかわらず、飛び地状に指定さ

れる例があり、この場合に、飛び地間の土

壌の移動が認められておらず、効率的な処

理や工事の支障となっていたことから、同

一の契機で行われた土壌汚染状況調査に

より指定された要措置区域等であって飛

び地状に分布するものの間の汚染土壌の

移動を可能にすることとしました。 

現行の土壌汚染対策法においては第３

条や第４条の調査結果に基づいて指定さ

れた区域において、措置のために法第 14

条申請による指定を行い、その範囲の土

の移動は認められていたが、今後は認め

られないのか。 

1 

法第 14 条申請の制度については、変更

はありません。 

汚染土壌の運搬基準に係る積替え・保

管について、保管に係る積上げ高さ制限

を設けるべきではないか。 
2 

具体的な高さ制限は設けていませんが、

運搬基準として飛散等を防止することが

求められており、これを遵守していただく

必要があります。 

汚染土壌の搬出者が適正処理を確保す

るために浄化確認、最終処分、もしくはセ

メント原料化に至るまでの追跡調査の努

力義務をもうけるべき。 

1 

御意見については、今後の制度検討の際

の参考とさせていただきます。 

管理票の電子保管を有効とするのであ

れば、電子化された管理票の運用を有効

とすべき。 

2 

御意見については、今後の制度検討の際

の参考とさせていただきます。 

法第 18 条第１項第３号について、なぜ

一の土壌汚染状況調査の結果に基づき指

定された複数の要措置区域等の間での移

動に限るのか。 

2 

要措置区域等の中には、同一契機で調査

されたにもかかわらず、飛び地状に指定さ

れる例があり、この場合に、飛び地間の土

壌の移動が認められておらず、効率的な処

理や工事の支障となっていたことから、同

一の契機で行われた土壌汚染状況調査に

より指定された要措置区域等であって飛

び地状に分布するものの間の汚染土壌の

移動を可能にすることとしました。 

飛び地間の土壌の移動をさせたいため

に、改めて調査を実施し、以前の調査と異

なる結果が出た場合はどのように判断さ

れるか。 

1 

飛び地間の土壌の移動は、すでに行われ

た一の土壌汚染状況調査の結果に基づき

指定された複数の要措置区域等の間の汚

染土壌の移動についての特例です。 

汚染土壌の搬出の届出において「自然

由来等土壌を自然由来等形質変更時要届

出区域内の土地の形質の変更に他人に使

2 

搬出区域と受入区域の土地の所有者等

の間で交わされた契約書、注文書又は受入

同意書の写し等が考えられます。 



用させる場合にあってはその旨を証する

書類」として想定する書類について、具体

的に示していただきたい。 

汚染土壌の搬出の届出事項である規則

第 62条の内容について、「自然由来等形質

変更時要届出区域の所在地」および「要届

出区域等の所在地」の前に、それぞれ『搬

出先の』を追加する必要があると考える。 

1 

当該規定は御意見のとおり搬出先（受入

側）の要措置区域等又は自然由来等形質変

更時要届出区域を指していますが、法令上

は追記は不要となります。 

「一の土壌汚染状況調査に基づき指定

された要措置区域等であることを証する

書類」の具体的な例を提示してほしい。 

1 

当該要措置区域等に係る台帳の写し等

が想定されます。 

要措置区域間及び形質変更要届出区域

間の汚染土壌の移動についてはどこにも

記されていないので追加すべきである。 

1 

Ⅱ.２.（２）⑧に、一の土壌汚染状況調

査の結果に基づき指定された複数の要措

置区域等の間において、一の要措置区域か

ら搬出された汚染土壌を他の要措置区域

内の土地の形質の変更に、又は、一の形質

変更時要届出区域から搬出された汚染土

壌を他の形質変更時要届出区域内の土地

の形質の変更に自ら使用し、又は他人に使

用させる場合についてお示ししておりま

す。なお、一の土壌汚染状況調査の結果に

基づき指定された区域であっても、要措置

区域と形質変更時要届出区域の間の汚染

土壌の移動はできません。 

自然由来汚染土壌については他県への

移動も想定されるが、持ち込みや埋立て

の行為を規制している行政区があること

から、当該行政間での情報共有及び意見

照会を行う必要があるのではないか。 

1 

他の都道府県等への汚染土壌の移動に

ついては、必要に応じて自治体間で情報共

有等を行っていただくことが望ましいと

考えます。なお、法第 16 条第１項の搬出

の届出については、積替・保管を行う経由

地自治体に情報伝達することが望ましい

旨を通知（土壌汚染対策法の一部を改正す

る法律の一部の施行等について（平成 29

年 12 月 27 日付け環水大土発 1712271 号

環境省水・大気環境局長通知））において

示しています。 

汚染土壌の搬出の届出様式は、現行で

は汚染土壌処理施設へ持ち込むことを前

提とした作りになっているため、修正が

必要。 

1 

必要な様式の改正を行います。 

土壌汚染対策法の改正前に区域指定を

受けた要措置区域等の間であっても、「一

の土壌汚染状況調査に基づき指定された

要措置区域等」であれば、汚染土壌の移動

が可能か。 

1 

改正法の施行日の前後にかかわらず、一

の土壌汚染状況調査に基づき指定された

要措置区域等であれば、その間の汚染土壌

の移動は可能です。 

汚染土壌の飛び地間移動は、一の土壌

汚染状況調査で区域指定を受けた要措置
1 

御意見のとおりです。 



区域間又は形質変更時要届出区域間であ

れば、特定有害物質の種類や濃度によら

ず、土壌を移動することができるとの解

釈で良いか。 

汚染土壌を積載した車両が要措置区域

等から出て、同じ区域に戻るような場合

も、汚染土壌の飛び地間移動の解釈とし

て認められるか。 
1 

飛び地間の土壌の移動については、法第

18 条第１項第３号に「一の土壌汚染状況

調査の結果に基づき指定された複数の要

措置区域等の間」と規定されているため、

区域外を経由する同一の要措置区域等へ

の運搬は該当しません。 

法第 18 条第１項第２号規定する運搬を

行う場合は、法第 12 条第１項に規定する

土地の形質の変更の届出を必ず提出する

ことを規定するべきと考える。 

1 

２．（２）③にお示ししたとおり、規則

第 50 条第１項第１号に自然由来等形質変

更時要届出区域間の自然由来等土壌の移

動に係る搬出側と受入側における土地の

形質の変更を追加することとしています。 

法第 18 条第１項第２号規定する運搬を

行う場合は、搬出時に自然由来等土壌が

専ら自然由来又は専ら埋立材由来の汚染

しかないことを確認させる必要があると

考える。 

1 

Ⅱ.３．（２）①ニにお示ししたとおり、

汚染土壌を法第 18 条第１項第２号に規定

する土地の形質の変更に使用する場合に

あっては、法第 16 条第１項の届出に自然

由来等形質変更時要届出区域内の土地の

土壌の特定有害物質による汚染が専ら自

然又は専ら当該土地の造成に係る水面埋

立てに用いられた土砂に由来するものと

して法第 18 条第２項の環境省令で定める

要件に該当することを証する書類を添付

することとしています。 

法第３条と第４条、第 14 条のように法

の契機が別である調査結果は一つの土壌

汚染状況調査には含まないのか。 

1 

法の契機が別である調査の結果は、一の

土壌汚染状況調査の結果にはなりません。 

汚染土壌の搬出の届出に添付する書類

として追加される「自然由来等形質変更

時要届出区域内の自然由来等土壌を、他

の自然由来等形質変更時要届出区域内の

土地の形質の変更に自ら使用し、又は他

人に使用させる場所を明らかにした図

面」について、具体的に範囲、深さ等を示

してもらいたい。 

1 

自然由来等土壌を土地の形質の変更に

使用する場所が把握できる範囲及び深さ

の図面を想定しています。 

 

（３）自然由来等形質変更時要届出区域間の移動等 

意見の概要 件数 意見に対する考え方 

法第 18 条第１項第２号ロの環境省令で

定める基準に該当しているか判断する方

法について、詳細な方法や考え方を示し

てもらいたい。 

5 

法第 18 条第１項第２号ロの環境省令で

定める基準に該当しているか判断する方

法については別途ガイドラインに詳細を

示す予定ですが、その判断に当たっては、

必要に応じて専門家に意見を聞く等の対



応を行っていただければよいと考えます。 

自然由来特定区域間で汚染土壌を移動

できるようになったことにより、汚染土

壌処理業と解されるような行為や著しく

長距離の移動を行うなど、不適正な行為

が行われる懸念がある。 

3 

自然由来等形質変更時要届出区域間の

移動は、Ⅱ.３.（３）にお示しした要件を

満たす必要があります。また、この要件を

満たす範囲内であれば他者が移動を行う

ことや、移動の距離について制限するもの

ではありません。 

法第 18 条第１項第２号ロの環境省令で

定める基準に適合していることを搬出届

に明記させるべきではないか。 

1 

Ⅱ.３．（２）①ハにお示ししたとおり、

汚染土壌を法第 18 条第１項第２号に規定

する土地の形質の変更に使用する場合に

あっては、法第 16 条第１項の届出に自然

由来等形質変更時要届出区域内及び搬出

先の自然由来等形質変更時要届出区域内

の地質が法第 18条第１項第２号ロの環境

省令で定める要件に該当することを証す

る書類を添付することとしています。 

自然由来の汚染であることを認める自

治体と、認めない自治体が出てくること

により、自然由来等土壌の区域間移動の

運用に不公平が生じると懸念される。 
1 

法第 18 条第１項第２号に規定する自然

由来等形質変更時要届出区域間の自然由

来等土壌の移動については、自然由来等形

質変更時要届出区域の要件を法第 18 条第

２項の環境省令により定めることとして

おり、その要件に該当するかの判断方法に

ついては別途ガイドラインに詳細を示す

予定です。 

法第 18 条第１項第２号ロの環境省令で

定める基準について、埋立地における「土

地の地質と同じ」の考え方を同一の港湾

としているが、同一の事業で行った埋立

てであれば、近接する港湾であれば同一

の港湾と同様の取り扱いを認めてもらい

たい。 

2 

法第 18 条第１項第２号ロの環境省令で

定める基準については、中央環境審議会答

申において、「汚染が専ら埋立材由来の場

合にあっては同一港湾内にあること」とさ

れたことから、お示しした案が適当である

と考えます。 

法第 18 条第１項第２号イの環境省令で

定める基準について、搬出元と搬出先の

土地の汚染状態について、土壌溶出量基

準又は土壌含有量基準の適否だけでな

く、濃度まで勘案して汚染の拡散を防止

する必要があるのではないか。 

1 

法第 18 条第１項第２号イにおいて、「汚

染の状況が同様である」としていることか

ら、濃度の大小ではなく、特定有害物質の

種類ごとに土壌溶出量基準又は土壌含有

量基準への適合性について規定したもの

です。 

法第 18 条第１項第２号に規定する運搬

を行う場合は、搬出先の区域の土地の所

有者等が処理受託者に相当し、管理票の

回付を受け、返送の義務が生じるのか。 

1 

法第 20 条第９項に管理票に係る規定の

読み替えが規定されています。 

法第 18 条第２項の環境省令に定める要

件のうち、土地の土壌の特定有害物質に

よる汚染状態がもっぱら土地の造成に係

る水面埋立てに用いられた土砂に由来す

るものの要件中の「おそれがある土地で

1 

汚染状態が人為等に由来するおそれが

あると認められる土地において、土壌汚染

状況調査の汚染のおそれの区分において、

汚染のおそれがないと認められる土地を

意味しています。 



あっておそれがない土地」の意味が分か

らない。 

法第 18 条第１項第２号イの汚染の状況

が同様であるとして環境省令で定める基

準について示されているが、濃度は考慮

する必要はないか。 

1 

３.（３）①の要件を満たしていれば、

濃度については考慮する必要はありませ

ん。 

法第 18 条第１項第２号イの汚染の状況

が同様であることを示すため、区域指定

時の報告書の抜粋や計量証明書を添付さ

せる必要があるか。 1 

３.（２）①一ロにお示ししたとおり、

自然由来等形質変更時要届出区域内及び

搬出先の自然由来等形質変更時要届出区

域内の土地の土壌の特定有害物質による

汚染の状況が（３）①の要件に該当するこ

とを証する書類を添付する必要がありま

す。 

 

４．経過措置 

意見の概要 件数 意見に対する考え方 

周知期間が十分でないため、法の円滑

な施行のために、附則の経過措置の規定

によって、諸届出義務等の発生時期を数

か月程度遅らせるなど工夫することも検

討していただきたい。例えば、法第４条第

１項の届出については、改正法の施行後

30 日ではなくもっと長い日数を経過した

日以降に土地の形質の変更に着手するも

のに適用するよう改める、また、法第４条

第２項の提出に係る調査について、改正

法の施行日以前に着手していたものにつ

いては、改正法の施行後ある一定期間、現

行の土壌汚染対策法施行規則に基づく調

査方法による調査結果の提出を認めるな

ど配慮いただきたい。 

2 

省令公布後、速やかに施行通知をお示し

するとともにガイドラインを改訂する予

定です。また、自治体や事業者等向けの説

明会を開催し、周知を図ってまいります。

なお、法第４条第１項の届出に係る経過措

置について、改正後の規則第 22 条ただし

書の規定は、平成 31 年４月１日から起算

して 30 日を経過する日以後の土地の形質

の変更に着手する者について適用するこ

ととし、法第４条第２項に係る調査結果の

提出日が改正法の施行後である場合には、

規則に基づいた土壌汚染状況調査方法で

あることが必要となります。 

調査命令が改正法の施行前に発出され

て、施行後に調査を行う場合、改正前の法

の扱いでよいか。 

2 

御意見のとおりです。 

改正法の施行前に報告された法第４条

第２項は、改正後の規定に照らして不足

があった場合、改正法の施行日以降に法

第４条第３項の命令の対象となり得るこ

とから、経過措置の対象とすべき。 

1 

法第４条第２項は、土地の形質の変更の

届出に併せて、土壌汚染状況調査の結果を

都道府県知事に提出することができる制

度であり、当該土壌汚染状況調査は当該土

地の形質の変更の届出時点が施行前であ

れば、従前の例によることが適当であると

考えます。 

法第４条第１項と同様に行為前の届出

にあたる、法第９条の禁止の例外の確認

関係（現行の土壌汚染対策法施行規則第

45 条、第 46 条）、法第 12 条第１項、法第

1 

御意見を踏まえ、法第 12 条第１項に係

る規定（第 48 条、第 49条、第 50条及び

第 53 条）については経過措置の規定を設

けることとします。なお、法第 16条第１



16 条第１項にかかる規則についても、何

らかの経過措置を設けるべきと考えま

す。 

項については、すでに法の附則にて経過措

置を設けており、法第９条の禁止の例外規

定については、日数の制限はないため、経

過措置の規定は設けないこととしました。 

法第 14 条の申請に係る土壌汚染状況調

査の経過措置の起算日については、自主

的な土壌汚染状況調査を着手した日か、

終了した日か。着手した日であればヒア

リング等の地歴調査を開始した日は指定

調査機関から示されることとなり、自治

体では確認できない。一方で、終了した日

であれば、試料採取等調査を始めた日が

施行の日をまたぐ場合に、追加の調査が

必要となる場合がある。 

1 

法第 14 条申請については、申請日が基

準となります。 

 

５．その他の事項 

意見の概要 件数 意見に対する考え方 

基礎杭等を 10 m を超えて設置する場合

における土地の形質の変更に係る深さ

は、今回の改正でどのように考えるのか。 

2 

土地の形質の変更の定義は現行と変更

はありません。 

今後公表予定のガイドラインについて

も案の段階で意見を募集してほしい。 
1 

ガイドラインについては、パブリックコ

メントの対象外となります。 

規則の案と現行の土壌汚染対策法施行

規則の新旧対照表を示していただきた

い。 

1 

公布時にお示しいたします。 

法第６条の要措置区域の指定に係る基

準とされる、地下水汚染が到達する具体

的な距離について、このたびの改正では、

汚染の到達距離の算定に係るツール開発

の検討もなされていたが、これまでの経

過も含めて改めて考え方を示していただ

きたい。 

1 

施行通知にてお示しする予定です。な

お、検討経緯については、第一次答申やそ

れに係る土壌制度小委員会における資料

等を参考にしてください。 

 

  



汚染土壌処理業に関する省令（平成 21 年環境省令第 10 号） 

１．自然由来・埋立材由来基準不適合土壌の取扱い 

（１）汚染土壌処理施設の種類【処理業省令第１条関係】 

意見の概要 件数 意見に対する考え方 

自然由来等土壌構造物利用施設の「都

道府県知事が認めたもの」とは、何をもっ

て認めたものとするのか。 

1 

都道府県知事が汚染土壌処理業の許可

を行うことで、認めたことになるものと考

えます。 

自然由来等土壌構造物利用施設を廃止

した後に、その施設として設けられた構

造物に変更があった場合に把握できるよ

う、土地の形質の変更の届出を必ず提出

することを規定するべきと考える。 
1 

自然由来等土壌構造物利用施設を廃止

した後の土地は、形質変更時要届出区域に

指定されるため、土地の形質の変更の際に

は法第 12条第１項に基づく届出が必要と

なり、また、規則第 53条第１号の規定に

より特定有害物質の飛散等を防止するた

めに必要な措置を講ずることが求められ

ます。 

自然由来等土壌構造物利用施設につい

て、「他の法令により維持管理を適切に行

うことが定められているものに限る」と

あるが、何を指すのか。 
2 

構造物を維持・管理するための管理者の

設置や管理基準が法令で定められている

ことにより、自然由来等土壌の受入れを終

了して当該汚染土壌処理業を廃止した後

にも当該構造物の適切な維持管理がなさ

れるものを想定しています。 

 

（２）汚染土壌処理業の許可の申請【処理業省令第２条関係】 

意見の概要 件数 意見に対する考え方 

汚染土壌処理業許可申請書に添付する

書類のうち、自然由来等土壌利用施設の

地下水等の状況を明らかにする書類とは

具体的にどのようなものか。また、自然由

来等土壌利用施設の周辺の地下水等の測

定方法については、周辺の自然由来等土

壌や海水等の影響を受け、基準超過や測

定値の変動が考えられるため、その評価

方法を示してもらいたい。 

3 

自然由来等土壌利用施設に係る地下水

の水質の測定方法及び地下水等の状況を

明らかにする書類については、現行の埋立

処理施設のものと同様です。具体的にはガ

イドラインにお示ししているとおりです。 

汚染土壌処理業許可申請書に添付する

書類について、会社法（平成 17 年法律第

86 号）の計算書類に合わせ、株主資本変

動計算書と個別注記表も追加するべきで

はないか。 

1 

御意見については、今後の制度検討の際

の参考とさせていただきます。 

自然由来等土壌利用施設において、自

然由来等土壌に土壌以外のものを混合す

る場合は土質改良を行う場合に該当する

か。 

1 

（２）にお示ししたとおり、自然由来等

土壌から異物除去、自然由来等土壌の含水

率の調整又はほかの土壌との混合を土質

改良としています。 

異物除去とあるが、自然由来等土壌に

含まれる異物とは何を想定しているの

か。 

1 

異物除去とは、汚染土壌から岩石、コン

クリートくずその他の物の分別をいいま

す。自然由来等土壌に含まれる異物とは、



例えば岩石が想定されます。 

 

（３）汚染土壌処理業の許可の申請書の記載事項【処理業省令第３条関係】 

意見の概要 件数 意見に対する考え方 

なし 0  

 

（４）汚染土壌処理業の許可の基準【処理業省令第４条関係】 

意見の概要 件数 意見に対する考え方 

処理業省令第４条第２号ハ及び二の

「経理的基礎を有すること」について、具

体的な基準がないが、どのように判断す

べきか。 

1 

「汚染土壌処理業の許可及び汚染土壌

の処理に関する基準について」（環水大土

発第 100226001 号環境省水・大気環境局土

壌環境課長通知）において経理的基礎にか

かる判断基準をお示ししています。 

「汚染土壌処理業の許可及び汚染土壌

の処理に関する基準について」（環水大土

発第 100226001 号環境省水・大気環境局土

壌環境課長通知）第１の２（４）②（ヘ）

には「金銭債務の支払不能に陥った

者、・・・・報告徴収等の積極的な活用を

通じて、経理的基礎の状況の把握に努め

る」とあるが、新規許可申請において、報

告徴収を行うことは可能か。 

1 

汚染土壌処理業に係る報告徴収の対象

は、法第 54 条第４項において、汚染土壌

処理業者又は汚染土壌処理業者であった

者とされており、まだ許可を受けていない

者は法の報告徴収の対象とはなっていま

せん。 

汚染原因が人為由来であっても汚染の

状態が自然由来のものと同程度であれば

施設管理上問題がないと考えられるが、

自然由来等土壌利用施設の許可基準につ

いて、自然由来等土壌に限定する必要が

あるのか。 

1 

自然由来等土壌利用施設の規定は、中央

環境審議会において、自然由来等土壌の適

正な管理の下での資源の有効利用として

の観点から検討されたものであり、自然由

来等土壌が対象となっています。 

 

（５）汚染土壌の処理に関する基準【処理業省令第５条関係】 

意見の概要 件数 意見に対する考え方 

浄化等済土壌であることを確認する調

査について、汚染土壌の適正処理を評価、

担保する仕組みが必要。指定調査機関、計

量証明事業者等により行われることを条

件とすべきではないか。 1 

浄化等済土壌であることを確認する調

査については、「土壌汚染対策法の改正等

を踏まえた汚染土壌処理業の許可及び汚

染土壌の処理に関する基準について」（平

成 29 年 12 月 27 日付け環水大土発第

1712272 号 環境省水・大気環境局土壌環

境課長通知）第２の１②でお示ししている

ように、計量証明事業者が行うことが望ま

しいと考えます。 

自然由来等土壌構造物利用施設では、

都市計画道路や堤防などの大規模な公共

構造物が想定されるが、自然由来等土壌

由来の特定有害物質等による地下水汚染

が生じた場合、処理施設の運転停止や当

1 

自然由来等土壌構造物利用施設は、許可

基準や処理基準を遵守する必要がありま

す。この基準の中に、新たな地下水汚染を

引き起こさないという項目があるため、自

然由来等土壌構造物利用施設の運用にお



該汚染土壌の回収等はあまりにリスクが

高く、非現実的と言わざるを得ない。定期

的に地下水モニタリングの実施等の対応

を希望する。 

いて自然由来等土壌による地下水汚染が

生ずることが想定される場合は許可され

ないものと考えます。 

 

（６）届出を要する汚染土壌処理業に係る変更【処理業省令第 10 条関係】 

意見の概要 件数 意見に対する考え方 

なし 0  

 

（７）許可の取消し等の場合の措置義務【処理業省令第 13 条関係】 

意見の概要 件数 意見に対する考え方 

自然由来等土壌構造物利用施設を廃止

した後の土地の利用についてはどのよう

な取り扱いになるのか。また、廃止した後

に変更があった場合であっても法の中で

管理できるよう規定されるべきである。 
2 

自然由来等土壌構造物利用施設を廃止

した後の土地は、形質変更時要届出区域に

指定されるため、土地の形質の変更の際に

は法第 12条第１項に基づく届出が必要と

なり、また、規則第 53条第１号の規定に

より特定有害物質の飛散等を防止するた

めに必要な措置を講ずることが求められ

ます。 

自然由来等土壌構造物利用施設の廃止

時の措置として、表面を土砂で 50センチ

メートル以上覆うこととあるが、土砂と

土壌の違いは何か。 

1 

土砂とは、土と砂を意味するものであ

り、地表面を構成する土壌とは区別して使

用しています。 

埋立処理施設廃止時の土壌汚染状況調

査については、汚染があることが明確で

あるため必要なく、ボーリングを行うこ

となく自動的に区域指定されるべきと考

えられる。 

1 

御意見については、今後の制度検討の際

の参考とさせていただきます。 

 

（８）汚染土壌処理業に係る譲渡及び譲受の承認の申請【処理業省令第 14 条関係】 

意見の概要 件数 意見に対する考え方 

汚染土壌処理施設の廃止の後に当該施

設の管理に係る譲渡譲受の制度を設ける

べきである。 

1 

廃止された自然由来等土壌利用施設に

ついて、法において譲渡譲受に係る規制を

設ける必要はないと考えます。 

 

（９）汚染土壌処理業に係る法人の合併又は分割の承認の申請【処理業省令第 15

条関係】 

意見の概要 件数 意見に対する考え方 

なし 0  

 

（10）汚染土壌処理業に係る相続の承認の申請【処理業省令第 16 条関係】 

意見の概要 件数 意見に対する考え方 

なし 0  



 

（11）その他の事項 

意見の概要 件数 意見に対する考え方 

法第 27 条の５について、必要な書類、

協議の方法、協議成立の条件を省令で定

めるべき。 
1 

国等が行う汚染土壌の処理の事業につ

いての協議による許可みなし規定につい

ては、政令により技術的読み替えが定めら

れています。必要な書類については、許可

申請の際に必要なものに準じるものとし

て、省令で定めます。 

法第 27 条の５の「国又は地方公共団体

が行う汚染土壌の処理の事業」の定義に

は、再開発組合や都市再生機構等で行う

面整備において、事業完了後に国等に移

管する土地で行う汚染土壌処理事業は含

まれるか。 

1 

法第 27 条の５の特例については、「国又

は地方公共団体（港湾法（昭和二十五年法

律第二百十八号）第四条第一項の規定によ

る港務局を含む。）」が行う汚染土壌の処理

の事業が対象となっており、御意見に含ま

れるような組合等は含まれません。 

 

  



土壌汚染対策法に基づく指定調査機関及び指定支援法人に関する省令（平成 14 年

環境省令第 23 号） 

１．指定調査機関の技術的能力 

（１）業務規程の記載事項【指定省令第 19 条関係】 

意見の概要 件数 意見に対する考え方 

指定調査機関「等」省令で業務規程に追

加する項目について、技術管理者による

他の者の監督とはどの範囲の役割が求め

られるのか。別会社の試料採取者や分析

者についてもその場で監督行為が求めら

れるのか。 

1 

法第 34 条において、「指定調査機関は、

土壌汚染状況調査等を行うときは、技術管

理者に当該土壌汚染状況調査等に従事す

る他の者の監督をさせなければならな

い。」とされており、具体的には調査全体

の指揮、調査結果の確認・判断、報告書の

内容の確認等を通じた監督を行うことが

想定されます。技術管理者は、必ずしも土

壌汚染状況調査等の全ての工程に立ち会

う必要はないと考えますが、土壌汚染状況

調査等の技術上の管理を行う上で必要な

事項を業務規程に定めていただく必要が

あります。 

 

（２）経過措置 

意見の概要 件数 意見に対する考え方 

なし 0  

 

（３）その他の事項 

意見の概要 件数 意見に対する考え方 

なし 0  

 


